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1. 概要 

本計算書は，「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針

に基づき，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめが設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していることを説明するものである。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめは，設計基準対象施設においてはＳクラ

ス施設に，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事

故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備としての構造

強度評価を示す。 

 

 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの構造計画を表2－1に示す。 
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表2－1 構造計画 

計 画 の 概 要 
概略構造図 

基礎･支持構造 主体構造 

胴を4個の脚で支

持し，脚をそれ

ぞれ基礎ボルト

で基礎に据え付

ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横置円筒形容器  

 

 

 

 

 
胴 脚

基礎 
基礎ボルト 
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2.2 評価方針 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本

方針 3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，

「2.1 構造計画」にて示す高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの部位を踏まえ「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4.4 解析モデル及び諸元」及び「4.5 固有周期」

で算出した固有周期及び荷重に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解

析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「5. 評価結

果」に示す。 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震評価フローを図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震評価フロー 

 

有限要素法モデルの作成 

応力解析 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの構造強度評価 

解析モデル設定 

理論式による固有周期の算出 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本電気協会 

電気技術基準調査委員会 昭和59年9月，昭和62年8月及び平成3年6月） 

(2) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版（2007 年追補版含む。）） 

ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007 年 9 月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2 

Ａｓ 第1脚の断面積 mm
2
 

Ａｓ１ 第1脚の長手方向に対する有効せん断断面積 mm
2 

Ａｓ２ 第1脚の横方向に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｓ３ 第1脚の長手方向に対するせん断断面積 mm
2 

Ａｓ４ 第1脚の横方向に対するせん断断面積 mm
2
 

ａ 第1脚底板の長手方向幅 mm 

ｂ 第1脚底板の横方向幅 mm 

Ｃ１ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の横方向） mm 

Ｃ２ 第1脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の長手方向） mm 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｃ ｊ 軸方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる値） 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

ｄ１ 第1脚底板端面から基礎ボルト中心までの長手方向の距離 mm 

ｄ２ 第1脚底板端面から基礎ボルト（外側）中心までの横方向の距離 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

Ｈ 水頭 mm 

ｈ１ 基礎から第1脚の胴付け根部までの高さ mm 

ｈ２ 基礎から胴の中心までの高さ mm 

Ｉｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｋｃ 第1脚のばね定数（胴の横方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋ  第1脚のばね定数（胴の長手方向に水平力が作用する場合） N/m 

Ｋｖ 第1脚のばね定数（胴に鉛直力が作用する場合） N/m  

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｋｃｊ，Ｋ ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

０ 脚中心間距離 mm 

ｉ 第1脚より各荷重までの距離（ここで第2脚側の距離は正，その反対側は負

とする。）（ｉ＝1，2，3…ｊ１） 

mm 

ｗ 当て板における脚の取り付かない部分の長手方向長さ mm 

Ｍ１ 第1脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

Ｍ２ 第2脚付け根部における胴の運転時質量によるモーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｉ 容器各部の質量（ｉ＝1，2，3…ｊ１） kg 

ｍｓ１ 第1脚の質量 kg 

ｍｓ２ 第2脚の質量 kg 

ｎ 脚1個当たりの基礎ボルトの本数 － 

ｎ１ 長手方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 － 

ｎ２ 横方向及び鉛直方向地震時に引張りを受ける基礎ボルトの本数 － 

Ｒ１ 第1脚の受ける荷重 N 

Ｒ２ 第2脚の受ける荷重 N 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

Ｔ 胴の温度条件 ℃ 

Ｔｓ 脚の温度条件 ℃ 

Ｔ１ 長手方向固有周期 ｓ 

Ｔ２ 横方向固有周期 ｓ 

Ｔ３ 鉛直方向固有周期 ｓ 

ｔ 第1脚側胴板の厚さ mm 

ｔｅ 第1脚付け根部における胴の有効板厚 mm 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｚｓｘ 第1脚の長手方向軸に対する断面係数 mm3 

Ｚｓｙ 第1脚の横方向軸に対する断面係数 mm3 

θ 引用文献(1)による胴の有効範囲角の2分の1 rad 

θ０ 胴の第1脚端部より鉛直軸までの角度 rad 

θｗ 胴の第1脚端部より当板端部までの角度 rad 

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ２ 胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力の最大値 MPa 

σｓ１ 脚の一次応力の最大値 MPa 

σｓ２ 脚の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力の最大値 MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

 胴の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積＊2 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

力 N 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

   ＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

   ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏点

は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値とする。 

長

さ
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3. 評価部位 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造

強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる胴，脚及び基礎ボルトについて実施

する。高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震評価部位については，表2－1の概略

構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 容器及び内容物の質量は胴の中心軸に集中するものとする。 

(2) 地震力は，容器に対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものとし，原則として，

強度評価において組合せるものとする。なお，基礎ボルトにおいては，作用する荷重の算出

において組合せるものとする。 

(3) 容器の胴は4個の脚で支持され，脚はそれぞれ基礎に基礎ボルトで取り付ける。 

(4) 水平方向は，脚をはりと考え，変形モードは脚の曲げ及びせん断変形を考慮する。胴の鉛

直方向は剛とみなす。 

(5) 胴と脚との取付部において胴の局部変形を考慮する。 

(6) 脚は全脚固定とし，水平方向荷重は全ての脚で受けるものとする。 

(7) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち

設計基準対象施設の評価に用いるものを表4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるも

のを表4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの許容応力を表4－3～表4－4に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの許容応力評価条件のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表4－5に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表4－6に

示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設) 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

Ｓ 
クラス３容器＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：クラス３容器の支持構造物を含む。 

   ＊2：Ｓｓと組み合わせ，ⅢＡＳの評価を実施する。 

 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備) 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

その他発電

用原子炉の

附属施設 

非常用電源

設備 

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止

常設／緩和 

重大事故等 

クラス２容器＊2

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

＊2
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表4－3 許容応力（クラス２，３容器及び重大事故等クラス２容器） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
   一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さ

い方。 

ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び 

高ニッケル合金について

は上記値と 1.2・Ｓのう

ち大きい方とする。 

左欄の 1.5 倍の値 弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓのみによ

る疲労解析を行い，疲労累積係数が 1.0 以下であ

ること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 

 

 

左欄の 1.5 倍の値 

 

 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

 

基準地震動Ｓｓのみによる疲労解析を行い，疲労

累積係数が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動

値が 2・Ｓｙ以下であれば疲労解析は不要。 

 

   注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略す

る。 

＊3：2・Ｓｙを超えるときは弾塑性解析若しくは設計・建設規格 PVB-3300 (PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替える。）の 

簡易弾塑性解析を用いる。

＊3 

＊3 
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表4－4 許容応力（クラス２，３支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物) 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2 

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。）

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

 

＊
 

＊
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表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

胴 
SM50B＊1

(16mm＜厚さ≦40mm)
最高使用温度 60 ― 304 471 ― 

脚 周囲環境温度 ― 309 480 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

表 4－6 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa) 

胴 
SM50B＊1

(16mm＜厚さ≦40mm)
最高使用温度 60 ― 304 471 ― 

脚 周囲環境温度 ― 309 480 ― 

基礎ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 
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4.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表4－7及び表4－8に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

「Ｖ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

表 4－7 設計用地震力（設計基準対象施設） 

耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

Ｓ 
原子炉建屋

EL. -4.0＊1
0.017 0.002 －＊2 －＊2 

ＣＨ＝

0.87 

ＣＶ＝

0.90 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：Ｓｓ組み合わせ，ⅢＡＳについて評価を実施する。 

表 4－8 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設備分類 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平

方向 

鉛直

方向

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋

EL. -4.0＊
0.017 0.002 － － 

ＣＨ＝

0.87 

ＣＶ＝

0.90 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 
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4.4 解析モデル及び諸元 

 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの解析モデルを図4－1に，解析モデルの概

要を以下に示す。また，機器の諸元を表4－9に示す。 

(1) 空気だめをシェル要素でモデル化したＦＥＭモデルによって求める。

(2) 拘束条件は，脚を脚底面ボルト位置で変位3(X，Y，Z)方向拘束，脚底面を鉛直(Z)方向

フリーとする。

(3) 計算機コードは，「ＡＢＡＱＵＳ」を使用し，胴，脚及び基礎ボルトの応力を求める。

なお，評価に用いる計算機コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ-5-5

計算機プログラム（解析コード）の概要・ＡＢＡＱＵＳ」に示す。

図4－1 解析モデル 
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表4－9 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

質量 ｍ０ kg 2000 

温度条件 

（雰囲気温度） 

胴 Τ ℃ 60 

脚 Ｔｓ ℃

縦弾性係数 
胴 Ｅ MPa 201000 

脚 Ｅｓ MPa 201000 

ポアソン比 ν － 0.3 

要素数 － 個 13544 

節点数 － 個 13522 
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4.5 固有周期 

(1) 計算モデル 

本容器は，4.1項より図4－1，図4－2及び図4－3のような1質点系振動モデルとして考える。 

 

 

ｈ１ ｈ２Ｋｃｈ１ Ｋ

ｍ０

ｈ１Ｋｖ

ｍ０ ｍ０

 

図 4－1 長手方向の固有周期  図 4－2 横方向の固有周期  図 4－3 鉛直方向の固有周期 

計算モデル           計算モデル          計算モデル 

 

(2) 脚の受ける荷重 

脚の受ける荷重は全ての脚が下端固定構造であるため，機器の運転時質量ｍ０を全ての脚

で受けるものとする。 

 

(3) 長手方向の固有周期 

図4－1におけるばね定数は次式で求める。 

１

１
3 

１

ｓｓｓｙｓ ・ＡＧ

ｈ
＋

・Ｉ12・Ｅ

ｈ

1000
＝Ｋ

 
                              （4.5.1）

 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
                                             （4.5.2）

 

(4) 横方向の固有周期 

図4－2におけるばね定数は次式で求める。 

２

１１２１１２１２
 2 

１

ｓｓｓｘｓｓｘｓ

ｃ

・ＡＧ

ｈ
＋

・ＩＥ

／2)－ｈ・(ｈ)・ｈ－ｈ(ｈ
＋

・Ｉ6・Ｅ

)－ｈ・(3・ｈｈ

1000
＝Ｋ

 

                                （4.5.3）
 

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

 
                                             （4.5.4） 

Ｋｃ
Ｔ２
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(5) 鉛直方向の固有周期

図4－3におけるばね定数は次式で求める。

ｓｓ

ｖ

・ＥＡ

ｈ

1000
＝Ｋ

１
(4.5.5)

固有周期は次式で求める。 

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
１ π

  （4.5.6）

(6) 固有周期の計算結果

固有周期の計算結果を表4－10に示す。

表 4－10 固有周期（s） 

方向 固有周期 

水平 
長手方向 0.005 

横方向 0.017 

鉛直 0.002 

4.6 計算方法 

計算機コード「ＡＢＡＱＵＳ」により，胴，脚及び基礎ボルトの応力を求める。 

4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（胴，脚及び基礎ボルト）は，本計算書の【高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

Ｔ 3

Ｋｖ
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4.8 応力の評価 

4.8.1 胴及び脚の応力評価 

4.6項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度及び脚の周囲環境温度における許容応力

Ｓａ以下であること。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類 

許 容 応 力 Ｓａ 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さＳｕの

0.6倍のいずれか小さい方の値。ただ

し，オーステナイト系ステンレス鋼

及び高ニッケル合金にあっては許容

引張応力Ｓの1.2倍の方が大きい場合

はこの大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次応力と二次

応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計降伏点

Ｓｙの2倍以下であれば，疲れ解析は不要とする。 

4.8.2 基礎ボルトの応力評価 

4.6項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ｔｓf 以下であ

ること。ただし，ƒｔｏ は下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ] (4.8.2.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ 以下であ

ること。ただし，ƒｓｂ は下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの設計基準対象施設としての耐震評価結果

を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を

有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震度

は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震動Ｓ

ｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度による発生値の算出を省略した。 

 

5.2  重大事故等対処設備としての評価結果 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐

震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な

構造強度を有していることを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

 

 

6. 引用文献 

(1) Stresses in Large Horizontal Cylindrical Pressure Vessels on Two Saddle Supports, 

Welding Research Supplement, Sep.1951. 

(2) Wichman，K.R. et al.: Local Stresses in Spherical and Cylindrical Shells due to 

External Loadings，Welding Research Council bulletin，October 2002 Update of the 

March 1979 revision (original, August 1965) 
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【高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機空気だめの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機  器  名  称 
耐震設計上の 

重要度分類 

据付場所及び床面高さ

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

Ｓ 
原子炉建屋 

EL. -4.0＊1 
0.017 0.002 －＊2 －＊2 ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

1.2 機 器 要 目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

－ － － － － － － 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

７

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － － 

ｍ０ 

(kg) 

ｍＳ１ 

(kg) 

ｍＳ２ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 
０

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 
ｗ 

(mm) 

2000 － － 1200 22.0 22.0 － － － － － 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ

(mm4) 

Ｚｓｘ

(mm3) 

Ｚｓｙ

(mm3) 
０

(rad)  (rad) 

－ － 2.128×108 5.230×108 － － － － 
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ＡＳ 

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ 

（MPa） 

ＧＳ

（MPa） 

ＡＳ１ 

（mm2） 

ＡＳ２

（mm2）

ＡＳ３

（mm2） 

ＡＳ４

（mm2） 

5.333×104 201000 201000 77300 2.153×104 3.133×104 － － 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２ 

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板）

（MPa）

Ｓｙ（脚）

（MPa） 

Ｓｕ（脚）

（MPa） 

Ｆ（脚）

（MPa）

Ｆ （脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 471 － 309 480 － － 231 394 231 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ

（mm） 

ｂ

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

ｄ１ 

（mm） 

ｄ２ 

（mm） 

－ 4 － － － － 
452.4 

（M24） 
－ － 

＊
 

＊
 

＊2＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 



NT2 補③ Ⅴ-2-10-1-2-2 R0 

2
3
 

1.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

1.3.1 胴に生じる応力  （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一 次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

1.3.2 脚に生じる応力  （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

1.3.3 基礎ボルトに生じる応力  （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 9 

せ ん 断 － τｂ ＝ 61 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期 （単位：s） 

方  向 固 有 周 期 

長 手 方 向 Ｔ１＝ 0.005 

横 方 向 Ｔ２＝ 0.017 

鉛 直 方 向 Ｔ３＝ 0.002 

1.4.2 応力        （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出値 

＊2：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 

一 次 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト 

引 張 り σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 145＊2 σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 192＊2 

せ ん 断 τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 133 τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件

機  器  名  称 設備分類 
据付場所及び床面高さ

 (m) 

固有周期 (s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又 は 静 的 震 度 
基 準 地 震 動 Ｓｓ

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 
水平方向 鉛直方向

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向

設計震度

鉛直方向

設計震度

高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

空気だめ 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建屋 

EL. -4.0＊ 
0.017 0.002 － － ＣＨ＝0.87 ＣＶ＝0.90 3.24 60 

注記 ＊：基準床レベルを示す。 

2.2 機 器 要 目 

ｍ１ 

(kg) 

ｍ２ 

(kg) 

ｍ３ 

(kg) 

ｍ４ 

(kg) 

ｍ５ 

(kg) 

ｍ６ 

(kg) 

ｍ７ 

(kg) 

－ － － － － － － 

１

(mm) 

２

(mm) 

３

(mm) 

４

(mm) 

５

(mm) 

６

(mm) 

７

(mm) 

Ｍ１ 

(N･mm) 

Ｍ２ 

(N･mm) 

Ｒ１ 

(N) 

Ｒ２ 

(N) 

Ｈ

（mm） 

－ － － － － － － － － － － － 

ｍ０ 

(kg) 

ｍＳ１ 

(kg) 

ｍＳ２ 

(kg) 

Ｄｉ

(mm) 

ｔ

(mm) 

ｔｅ

(mm) 
０

(mm) 

ｈ１ 

(mm) 

ｈ２ 

(mm) 

ｗ 

(rad) 
ｗ 

(mm) 

2000 － － 1200 22.0 22.0 － － － － － 

Ｃ１ 

(mm) 

Ｃ２ 

(mm) 

Ｉｓｘ

(mm4) 

Ｉｓｙ

(mm4) 

Ｚｓｘ

(mm3) 

Ｚｓｙ

(mm3) 
０

(rad)  (rad) 

－ － 2.128×108 5.230×108 － － － － 
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ＡＳ 

（mm2） 

Ｅ 

（MPa） 

ＥＳ 

（MPa） 

ＧＳ 

（MPa） 
ＡＳ１ 

（mm2） 

ＡＳ２ 

（mm2） 

ＡＳ３ 

（mm2） 

ＡＳ４ 

（mm2） 

5.333×104 201000 201000 77300 2.153×104 3.133×104 － － 

 

Ｋ１１ Ｋ１２ Ｋ２１ Ｋ２２ Ｋ １ Ｋ ２ ＫＣ１ ＫＣ２ Ｃ １ Ｃ ２ ＣＣ１ ＣＣ２ 

－ － － － 
－ － － － － － － － 

－ － － － 

 
 
 
 
 
 

 
Ｓｙ（胴板） 

（MPa） 

Ｓｕ（胴板） 

（MPa） 

Ｓ（胴板）

（MPa）

Ｓｙ（脚） 

（MPa） 

Ｓｕ（脚） 

（MPa） 

Ｆ（脚） 

（MPa）

Ｆ （脚）

（MPa） 

Ｓｙ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｓｕ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ（基礎ボルト）

（MPa） 

Ｆ （基礎ボルト）

（MPa） 

304 471 － 309 480 － － 231 394 － 276 

注記 ＊1：最高使用温度で算出 

＊2：周囲環境温度で算出 

 

 

 

 

ｓ ｎ ｎ１ ｎ２ 
ａ 

（mm） 

ｂ 

（mm） 

Ａｂ 

（mm2） 

ｄ１ 

（mm） 

ｄ２ 

（mm） 

－ 4 － － － － 
452.4 

（M24） 
－ － 

＊
 

＊
 

＊2＊1 ＊1 ＊2 ＊2 ＊2 

＊1 ＊2 
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2.3 計算数値 

応力算出には有限要素解析手法を適用し，解析コードＡＢＡＱＵＳを使用して計算した。 

以下に応力計算結果（応力最大値）を示す。 

 

2.3.1 胴に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一次一般膜 － σ０ ＝ 90 

一 次 － σ１ ＝ 107 

一次＋二次 － σ２ ＝ 31 

 

2.3.2 脚に生じる応力                         （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

一 次 － σＳ１ ＝ 80 

一次＋二次 － σＳ２ ＝ 29 

 

2.3.3 基礎ボルトに生じる応力                     （単位：MPa） 

応  力 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基 準 地 震 動 Ｓ ｓ 

発 生 応 力 発 生 応 力 

引 張 り － σｂ ＝ 9 

せ ん 断 － τｂ ＝ 61 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期 （単位：s） 

方  向 固 有 周 期 

長 手 方 向 Ｔ１＝ 0.005 

横 方 向 Ｔ２＝ 0.017 

鉛 直 方 向 Ｔ３＝ 0.002 

2.4.2 応力        （単位：MPa） 

すべて許容応力以下である。 注記 ＊：ƒ ｔｓ＝Min[1.4・ƒ ｔｏ－1.6・τｂ， ƒ ｔｏ]より算出

部 材 材 料 応 力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基 準 地 震 動 Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

胴 板 SM50B 

一次一般膜 － － σ０ ＝ 90 Ｓａ ＝ 282 

一 次 － － σ１ ＝ 107 Ｓａ ＝ 423 

一次＋二次 － － σ２ ＝ 31 Ｓａ ＝ 608 

脚 

一 次 － － σＳ１ ＝ 80 Ｓａ ＝ 432 

一次＋二次 － － σＳ２ ＝ 29 Ｓａ ＝ 619 

基礎ボルト 

引 張 り － － σｂ ＝ 9 ƒ ｔｓ ＝ 192＊ 

せ ん 断 － － τｂ ＝ 61 ƒ ｓｂ ＝ 159 
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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を説明するものである。 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類され

る。以下，設計基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

ブロワは共通ベース

ボルトで壁の間に設

置した梁に据え付け

る。 

ルーツ形

ブロワ本体取付ボルト

共通ベースボルト

原動機取付ボルト

原動機 ブロワ

共通ベース
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3. 構造強度評価

3.1 構造強度評価方法 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワの構造は横軸ブロワであるため，構造強度評価は，「Ⅴ-2-

1-14-4 横軸ポンプの耐震性についての計算書作成の基本方針」に記載の耐震計算方法に基づ

き評価する。 

3.2 荷重の組合せ及び許容応力 

3.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象

施設の評価に用いるものを表 3－1に示す。 

3.2.2 許容応力 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワの許容応力を表 3－2に示す。 

3.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施

設の評価に用いるものを表 3－3 に示す。 
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表 3－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

原子炉格納 

施設 

圧力低減 

設備その他 

の安全設備 

主蒸気隔離弁漏えい 

抑制系ブロワ 
Ｓ －＊1 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ*＊2
 ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊1：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊2：Ｓｓと組合せ，ⅢＡＳの評価を実施する。 
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表 3－2 許容応力（その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 

引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

ⅣＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

＊ ＊
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表 3－3 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

共通ベースボルト 周囲環境温度 
― 

685 847 ― 

ブロワ本体取付ボルト 周囲環境温度 
― 

685 847 ― 

原動機取付ボルト 周囲環境温度 
― 

685 847 ― 
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4. 評価結果

4.1 設計基準対象施設としての評価結果 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。 

発生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していること

を確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。なお，弾性設計用地震動Ｓｄ及び静的震

度は基準地震動Ｓｓを下回っており，基準地震動Ｓｓによる発生値が，弾性設計用地震

動Ｓｄ又は静的震度に対する評価における許容限界を満足するため，弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度による発生値の算出を省略した。 
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【主蒸気隔離弁漏えい抑制系ブロワの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件

機 器 名 称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ

（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 
ポンプ振動 

による震度 

最高使用温度

（℃） 

周囲環境温度

（℃） 水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

主蒸気隔離弁漏えい 

抑制系ブロワ 
Ｓ 

原子炉建屋 

EL.  23.00 

（EL. 29.00＊1） 

－＊2 －＊2 －＊3 －＊3 ＣＨ＝1.55 ＣＶ＝1.17 Ｃｐ＝0.09 － 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく，計算は省略する。 

＊3：ⅢＡＳについては，基準地震動Ｓｓで評価する。 

1.2 機器要目 

部     材 
ｍｉ 

(kg) 

ｈｉ 

(mm) 
1ｉ 

(mm) 

2ｉ 

(mm) 

Ａｂｉ 

(mm2) 
ｎｉ 

ｎｆｉ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

共通ベースボルト 

（ｉ＝1） 
4 － 2 

ブロワ本体取付ボルト

（ｉ＝2） 
4 － 2 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
4 － 2 

部     材 
Ｓyｉ 

(MPa) 

Ｓuｉ 

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

Ｆｉ

(MPa) 

転倒方向 Ｍp(N･mm) 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

共通ベースボルト 

（ｉ＝1） 
685 847 592＊ 592＊ － 軸直角 － － 

ブロワ本体取付ボルト

（ｉ＝2） 
685 847 592＊ 592＊ － 軸 － －

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
685 847 592＊ 592＊ － 軸 － －

予想最大両振幅 

(μm) 

回転速度 

(min-1) 

Ｈｐ＝65 Ｎ＝1500 

＊ 

注記 ＊：周囲環境温度で算出
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1.3 計算数値 

1.3.1 ボルトに作用する力  (単位：N) 

1.4 結  論 

1.4.1 ボルトの応力   (単位：MPa) 

すべて許容応力以下である。  注記 ＊1：基準地震動Ｓｓによる算出値 

＊2：ƒｔｓｉ＝Min[1.4・ƒｔｏｉ－1.6・τｂｉ， ƒｔｏｉ]より算出

部     材 

Ｆｂｉ Ｑｂｉ 

弾性設計用地震動 

Ｓｄ又は静的震度 

基準地震動 

Ｓｓ 

弾性設計用地震動

Ｓｄ又は静的震度

基準地震動 

Ｓｓ 

共通ベースボルト 

（ｉ＝1） 
－ 4.184×103 － 8.401×103 

ブロワ本体取付ボルト 

（ｉ＝2） 
－ 5.909×103 － 6.401×103 

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 
－ 563.1 － 1.104×103 

部     材 材     料 応   力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力＊1 許容応力 算出応力 許容応力 

共通ベースボルト 

（ｉ＝1） 

引張り σｂ1＝37 ƒｔｓ1＝444＊2 σｂ1＝37 ƒｔｓ1＝444＊2

せん断 τｂ1＝19 ƒｓｂ1＝342 τｂ1＝19 ƒｓｂ1＝342

ブロワ本体取付ボルト

（ｉ＝2） 

引張り σｂ2＝19 ƒｔｓ2＝444＊2 σｂ2＝19 ƒｔｓ2＝444＊2

せん断 τｂ2＝ 5 ƒｓｂ2＝342 τｂ2＝ 5 ƒｓｂ2＝342

原動機取付ボルト 

（ｉ＝3） 

引張り σｂ3＝ 8 ƒｔｓ3＝444＊2 σｂ3＝ 8 ƒｔｓ3＝444＊2

せん断 τｂ3＝ 4 ƒｓｂ3＝342 τｂ3＝ 4 ƒｓｂ3＝342
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1
0
 

 

原動機

ブロワ本体

13 23 2212

1
1

2
1 ｈ

3

共通ベース

Ａ

Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ

転 倒 方 向

ｈ
2

2212

ｍ2･g

ブロワ本体取付ボルト

Ｂ～Ｂ矢視図

（ブロワ本体取付ボルト）

13 23

ｍ3･g

Ｃ～Ｃ矢視図

（原動機取付ボルト）

転 倒 方 向

転 倒 方 向

原動機取付ボルト

ｍ1･g

（ １ｉ≦ ２ｉ）

Ａ～Ａ矢視図

（共通ベースボルト）

1121

共通ベースボルト

ｈ
1

Ａ
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3.2 設計条件

鳥鰍図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し， 管番号と対応する評価点番号を示す。

鳥 諏 図 FDW-1,2,3,4,9

最高使用圧力 最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数
管番号 対応する評価点 材料 耐震クラス

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa) 

1 lA,..._,3 8.62 302 609.6 46.0 STPT42 s 

5,.....,6, 11,.....,16 
ASTM 

2 8.62 302 508.0 26.2 
A333 Gr.6 

s 

17�450 
16 

3 5,-.,_,10 8.62 302 508.0 26.2 s 

45""'-'71, 35""'-'58 
4 8.62 302 318.5 17.4 s 

26�46 

71,.....,79N, 58,.....,70N 
5 8.62 302 318.5 17.4 STS49 s 

46'"'-57N 



配管の付加質量

鳥 鰍 図 FDW-1,2,3,4,9 

塁I_N

-

£
-

9
-Z

-A
◎
毎
zi

N

質量 対応する評価点

lA,.__.,3 

5"-'6 

6"--'901 

901,...,_,10 

11,...__,1501, 18,...__,2501, 27,...__,3401, 3501,...__,4401 

1501�16, 17�18 

2501.-....,27 

3401'"'-'3501 

4401�4501 

4501 "-'450 

45"-'79N, 35"-'70N, 26"-'57N 

17 







支持点及び貫通部ばね定数

鳥 鰍 図 FDW-1,2,3,4,9 

塁I_N

-

£
-

9
-Z

-A
◎
毎
zi

N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N·mm/rad)

X y z X y z 

lA 

502 

14 

15 

19 

19 

20 

29 

＊＊ 31 **

＊＊ 32 **

38 

＊＊ 41 **

＊＊ 42 **

＊＊ 42 **

44 

73 

Nl 

＊＊ 59 **

63 

N11 

＊＊ 47 **

50 

N12 

20 
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設計条件

鳥轍図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し， 管番号と対応する評価点番号を示す。

鳥 諏 図 FDW-5, 6, 7, 8, 11 

最高使用圧力 最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数
管番号 対応する評価点 材料 耐震クラス

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa) 

1 lA,..._,3 8.62 302 609.6 46.0 STPT42 s 

5,.....,6, 11,.....,16 
ASTM 

2 8.62 302 508.0 26.2 
A333 Gr.6 

s 

17�450 
21 

3 5,-.,_,10 8.62 302 508.0 26.2 s 

45""'-'71, 35""'-'58 
4 8.62 302 318.5 17.4 s 

26�46 

5 
71,.....,79N, 58,.....,70N 

8.62 302 318.5 17.4 STS49 s 

46,.....,57N 



配管の付加質量

鳥 鰍 図 FDW-5,6, 7,8, 11 

塁I_N

-

£
-

9
-Z

-A
◎
毎
zi

N

質量 対応する評価点

lA,.__.,3 

5"-'6 

6"--'901 

901,...,_,10 

11,...__,1501, 18,...__,2501, 27,...__,3401, 3501,...__,4401 

1501�16, 17�18 

2501.-....,27 

3401'"'-'3501 

4401�4501 

4501 "-'450 

45"-'79N, 35"-'70N, 26"-'57N 

22 







支持点及び貫通部ばね定数

鳥 鰍 図 FDW-5,6, 7,8, 11 

塁I_N

-

£
-

9
-Z

-A
◎
毎
zi

N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N·mm/rad)

X y z X y z 

lA 

502 

14 

15 

19 

＊＊ 19 **

20 

29 

＊＊ 31 **

＊＊ 32 **

38 

＊＊ 41 **

＊＊ 42 **

＊＊ 42 **

44 

73 

Nl 

＊＊ 59 **

63 

N11 

＊＊ 47 **

50 

N12 

I

25 

I





3.4 設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトルを下表

に示す。

なお， 設計用床応答スペクトルは「V-2-1-7

策定したものを用いる。

の減衰定数を用いる。

設計用床応答曲線の作成方針」に基づき

地震応答解析の基本方針」に記載また， 減衰定数は「V-2-1-6

鳥廠図 建物・構築物 標高
減衰定数

（％） 

FDW-1,2,3,4,9 原子炉しゃへい壁

FDW-5,6, 7,8, 11 原子炉しゃへい壁

O
t!
 
1

-
Z
-
£
-
9
-
Z
-

A

27 



NT2補③ V -2-5-3-2-1 R2 

4. 解析結果及び評価

4. 1 固有周期及び設計震度

鳥 轍 図 FDW-1,2,3,4,9

耐震クラス s 

適用する地震動等 Sd及び静的震度 Ss 

モ ー ド 固有周期 応答水平震度 応答鉛直震度 応答水平震度 応答鉛直震度
(s) x方向 z方向 Y方向 x方向 z方向 Y方向

1次

2次

3次

4次
28 5次

6次

7次

8次

10次

11次

動的震 度

静 的震 度



各モードに対応する刺激係数

鳥 敵 図 FDW-1,2,3,4,9 

g
UI_

g
_8|9-Z-A
◎毎
gZ

固 有 周 期 刺 激 係 数
モード

(s) 
x方向 Y方向 z 方向

1次

2次

3次

4次

5次

6次

7次

8次

10次

29 
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解析結果及び評価

固有周期及び設計震度

鳥 轍 図 FDW-5, 6, 7, 8, 11 

耐震クラス s 

適用する地震動等 Sd及び静的震度 Ss 

モ ー ド 固有周期 応答水平震度 応答鉛直震度 応答水平震度 応答鉛直震度
(s) x方向 z方向 Y方向 x方向 z方向 Y方向

1次

2次

3次

4次
34 5次

6次

7次

8次

10次

11次

動的震 度

静 的震 度



各モードに対応する刺激係数

鳥 敵 図 FDW-5,6, 7,8, 11 

g
UI_

g
_8|9-Z-A
◎毎
gZ

固 有 周 期 刺 激 係 数
モード

(s) 
x方向 Y方向 z 方向

1次

2次

3次

4次

5次

6次

7次

8次

10次

35 



















東海第二発電所 工事計画審査資料 

資料番号 工認-608 改 0 

提出年月日 平成 30年 6 月 日 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

営業秘密又は防護上の観点から

公開できません 

Ⅴ-2-5-2-1-1 管の耐震性についての計算書 

（原子炉冷却材再循環系） 

 

 

 

 

平成30年6月27日

















N
T

2
補

③
V

 -
2

-5
-2

-1
-1

 
R

l 

--::i
 甘







































NT2補③ V -2-5-2-1-1 R3 

3.2 設計条件
鳥鰍図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し，管番号と対応する評価点番号を示す。

鳥諏図PLR-PD-1

最高使用圧力 最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数
管番号 対応する評価点 材料 耐震クラス

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa) 

1 lN,..._,10 8.62 302 609.6 31. 0 I s 

2 14,.....,16 8.62 302 630.0 40.0 I s 

26 
3 35�37, 41�46 11. 38 302 630.0 40.0 I s 

4 50,-.,_,55 10. 70 302 609.6 39.0 I s 

5 55,..__,57 10. 70 302 673.0 71. 4 I s 

58�62N, 75�114N 

6 80,.....,124N, 94,.....,134N 10. 70 302 323.9 21. 4 I s 

100'"'-144N 

7 56,......,81, 56,......,101 10. 70 302 420.0 33.8 s 



配管の付加質量

鳥 鰍 図 PLR-PD-1 

質量 対応する評価点

lN,.__.,601, 701,.__.,10, 50,.__.,55 

601 "-'701 

14"--'16, 35"--'37, 41 "--'46 

55,...,_,57, 56,...,_,70, 55,...,_,90 

58,...__,62N, 110,...__,114N, 120,...__,124N, 130,...__,134N, 140,...__,144N 

70�74, 76�79, 90�93, 95�99 

74.-....,75, 93.-....,95, 75.-....,110, 94.-....,130 

79'"'-'81, 99,--...,101, 80'"'-'120, 100'"'-'140 

塁
I
_
I
_
N
-
9
-
Z
-
A

◎

毎

z
i
N

27 



弁部の寸法

鳥 鰍 図 PLR-PD-1 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

10,...,_,11 11,..._.,12 

12,----..,13 11 "-'14 

37,....__,3g 33,---..,39 

39,----..,40 33,---.,41 

45,-.._.,47 47,...__,4g 

48-49 47,--..,50 

O
tl
 
1

-
1

-
Z
-
9
-
Z
-

A

28 



弁部の質量

鳥 鰍 図 PLR-PD-1 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

10,..._.,ll, 11,..._.,14 10, 14 

11 12 

13 37"-'38, 38"-'41 

38 39 

40 46�47, 47�50 

46,50 47 

48 49 

塁
I
_
I
_
N
-
9
-
Z
-
A

◎

毎

z
i
N

29 



支持点及び貫通部ばね定数

鳥 鰍 図 PLR-PD-1 

塁
I_

I_
N

-

9-Z
-

A◎
毎
zi

N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N·mm/rad)

X y z X y z

NOl 

5 

＊＊ 8 **

＊＊ 8 **

＊＊ 14 **

** 1401 **

＊＊ 18 **

＊＊ 19 **

＊＊ 20 **

＊＊ 20 **

23 

24 

25 

26 

＊＊ 30 **

＊＊ 31 **

＊＊ 32 **

43 

43 

44 

30 

I II I



支持点及び貫通部ばね定数

鳥 鰍 図 PLR-PD-1 

塁
I_

I_
N

-

9-Z
-

A◎
毎
zi

N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N·mm/rad)

X y z X y z 

512 

512 

＊＊ 53 ** 

＊＊ 53 ** 

NAl 

72 

＊＊ 77 ** 

** 7701 ** 

92 

＊＊ 97 ** 

＊＊ 98 ** 

NBl 

NCl 

NDl 

NEl 

31 

I III
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設計条件

鳥鰍図番号ごとに設計条件に対応した管番号で区分し， 管番号と対応する評価点番号を示す。

鳥 諏 図 PLR-PD-2

最高使用圧力 最高使用温度 外径 厚さ 縦弾性係数
管番号 対応する評価点 材料 耐震クラス

(MPa) （℃） (mm) (mm) (MPa) 

1 lN,..._,10 8.62 302 609.6 31. 0 s 

2 14,.....,16 8.62 302 630.0 40.0 s 

32 
3 35�37, 41�46 11. 38 302 630.0 40.0 s 

4 50,-.,_,55 10. 70 302 609.6 39.0 s 

5 55,..__,57 10. 70 302 673.0 71. 4 s 

58�62N, 75�114N 

6 80,.....,124N, 94,.....,134N 10. 70 302 323.9 21. 4 s 

100'"'-144N 

7 56,......,81, 56,......,101 10. 70 302 420.0 33.8 s 



配管の付加質量

鳥 鰍 図 PLR-PD-2 

質量 対応する評価点

lN,.__.,10, 14,.__.,16, 35,.__.,37, 41,.__.,46, 50,.__.,55 

55"-'57, 56"-'70, 56"-'90 

58"--'62N, 110"--'114N, 120"--'124N, 130"--'134N, 140"--'144N 

70,...,_,74, 76,...,_,79, 90,...,_,93, 95,...,_,99 

74,...__,75, 93,...__,95, 75,...__,110, 94,...__,130 

79�s1, 99�101, so�120, 100�140 

塁
I
_
I
_
N
-
9
-
Z
-
A

◎

毎

z
i
N

33 



弁部の寸法

鳥 鰍 図 PLR-PD-2 

評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm) 評価点 外径(mm) 厚さ(mm) 長さ(mm)

10,...,_,11 11,..._.,12 

12,----..,13 11 "-'14 

37,....__,3g 33,---..,39 

39,----..,40 33,---.,41 

45,-.._.,47 47,...__,4g 

48-49 47,--..,50 

O
tl
 
1

-
1

-
Z
-
9
-
Z
-

A

34 



弁部の質量

鳥 鰍 図 PLR-PD-2 

質量 対応する評価点 質量 対応する評価点

10,..._.,ll, 11,..._.,14 10, 14 

11 12 

13 37"-'38, 38"-'41 

38 39 

40 46�47, 47�50 

46,50 47 

48 49 

塁
I
_
I
_
N
-
9
-
Z
-
A

◎

毎

z
i
N

35 



支持点及び貫通部ばね定数

鳥 鰍 図 PLR-PD-2 

塁
I_

I_
N

-

9-Z
-

A◎
毎
zi

N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N·mm/rad)

X y z X y z

NOl 

5 
＊＊ 8 ** 

＊＊ 8 ** 

＊＊ 14 ** 

1401 

＊＊ 18 ** 

＊＊ 19 ** 

＊＊ 20 ** 

＊＊ 20 ** 

23 

24 

25 

26 

＊＊ 30 ** 

＊＊ 31 ** 

＊＊ 32 ** 

43 

43 

44 

36 

I II



支持点及び貫通部ばね定数

鳥 鰍 図 PLR-PD-2 

塁
I_

I_
N

-

9-Z
-

A◎
毎
zi

N

支持点番号
各軸方向ばね定数(N/mm) 各軸回り回転ばね定数(N·mm/rad)

X y z X y z 

5101 

5101 

＊＊ 53 ** 

＊＊ 53 ** 

NAl 

72 

＊＊ 77 ** 

** 7701 ** 

92 

＊＊ 96 ** 

＊＊ 98 ** 

NBl 

NCl 

NDl 

NEl 

37 

I I
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3.3 材料及び許容応力

使用する材料の最高使用温度での許容応力を下表に示す。

材 料
最高使用温度 許容応力(MPa)

（℃） Sm Sy Su Sh 

302 114 126 

302 114 126 

3
8
 



3.4 設計用地震力

本計算書において考慮する設計用地震力の算出に用いる設計用床応答スペクトルを下表

に示す。

なお， 設計用床応答スペクトルは「V-2-1-7

策定したものを用いる。

の減衰定数を用いる。

設計用床応答曲線の作成方針」に基づき

地震応答解析の基本方針」に記載また， 減衰定数は「V-2-1-6

鳥廠図 建物・構築物 標高
減衰定数

（％） 

PLR-PD-1 ペデスタル

PLR-PD-2 ペデスタル

O
tl
 
1

-
1

-
Z
-
9
-
Z
-

A

39 
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4. 解析結果及び評価

4. 1 固有周期及び設計震度

鳥 轍 図 PLR-PD-1

耐震クラス s 

適用する地震動等 Sd及び静的震度 Ss 

モ ー ド 固有周期 応答水平震度 応答鉛直震度 応答水平震度 応答鉛直震度
(s) x方向 z方向 Y方向 x方向 z方向 Y方向

1次

2次

3次

4次
40 5次

6次

7次

8次

21次

22次

動的震 度

静 的震 度



各モードに対応する刺激係数

鳥 敵 図 PLR-PD-1 

迄
I_

I_
N

-

9-Z
-

A◎
毎
zi

N

固 有 周 期
刺 激 係 数

モード
(s) 

x方向 Y方向 z 方向

1次

2次

3次

4次

5次

6次

7次

8次

21次

41 
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解析結果及び評価

固有周期及び設計震度

鳥 轍 図 PLR-PD-2

耐震クラス s 

適用する地震動等 Sd及び静的震度 Ss 

モ ー ド 固有周期 応答水平震度 応答鉛直震度 応答水平震度 応答鉛直震度
(s) x方向 z方向 Y方向 x方向 z方向 Y方向

1次

2次

3次

4次
46 5次

6次

7次

8次

15次

16次

動的震 度

静 的震 度



各モードに対応する刺激係数

鳥 敵 図 PLR-PD-2 

迄
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N
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A◎
毎
zi

N

固 有 周 期
刺 激 係 数

モード
(s) 

x方向 Y方向 z 方向

1次

2次

3次

4次

5次

6次

7次

8次

15次

47 
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配管の付加質量

鳥 敵 図 HPCS-1 

質量 対応する評価点
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弁部の寸法
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弁部の質量

鳥 敵 図 HPCS-1 
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支持点及び貫通部ばね定数

鳥 敵 図 HPCS-1 
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3. 計算条件 

3.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

本計算書において考慮する荷重の組合せ及び許容応力状態を下表に示す。 

 

施設名称 設備名称 系統名称 
施設 

分類＊1 
設備分類＊2 

機器等 

の区分 

耐震 

クラス 
荷重の組合せ＊3,4 

許容応力 

状態＊5 

計測制御 

系統施設 

ほう酸水 

注入設備 

ほう酸水 

注入系 

ＤＢ － クラス２管 Ｓ 

IL＋Ｓd 
ⅢAＳ 

ⅡL＋Ｓd 

IL＋Ｓs 
ⅣAＳ 

ⅡL＋Ｓs 

ＳＡ 常設耐震／防止
重大事故等 

クラス２管 
－ 

ⅤL(Ｌ)＋Ｓd
＊6,＊7 

ⅤAＳ 
ⅤL(ＬＬ)＋Ｓs

＊6 

注記 ＊1：ＤＢは設計基準対象施設，ＳＡは重大事故等対処設備を示す。 

＊2：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止

設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊3：運転状態の添字 Lは荷重，(Ｌ)は荷重が長期間作用している状態を示す。 

＊4：許容応力状態ごとに最も厳しい条件又は包絡条件を用いて評価を実施する。 

＊5：許容応力状態ⅤAＳは許容応力状態ⅣAＳの許容限界を使用し，許容応力状態ⅣAＳとして評価を実施する。 

＊6：重大事故時の原子炉格納容器バウンダリ閉じ込め機能維持要求として、原子炉格納容器バウンダリにおいて考慮する荷重の組合

せを示す。 

    ＊7：荷重の組合せⅤＬ(Ｌ)+ＳdはⅤＬ(Ｌ)+ＳＳに包絡されるため、評価を省略する。 
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1. 概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機

能維持の設計方針に基づき，低圧マニホールドが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し

ていることを説明するものである。 

低圧マニホールドは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に分類される。以下，設計

基準対象施設としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

低圧マニホールドの構造計画を表2－1に示す。
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   表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

胴を 4 個の脚で

支持し，脚を 

溶接で架台に 

据え付ける。 

上面及び下面に

鏡板を有する 

たて置円筒形 

 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 

第 1 脚

第 2 脚

第 4 脚

(第 2脚)

第 3 脚

(第 1脚)

架台 

脚

胴板
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2.2 評価方針 

低圧マニホールドの応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強

度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」

にて示す低圧マニホールドの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4. 

固有周期」にて算出した固有周期に基づく応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強

度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

低圧マニホールドの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 低圧マニホールドの耐震評価フロー 

 

 

 

 

 

 

  

計算モデルの設定 設計用地震力 

理論式による固有周期の算出 

地震時における応力 

低圧マニホールドの 

構造強度評価 
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2.3 適用基準 

本計算書においては，原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編ＪＥＡＧ

４６０１・補－1984，ＪＥＡＧ４６０１－1987 及びＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版）（日本

電気協会 電気技術基準調査委員会 昭和 59 年 9月，昭和 62 年 8月及び平成 3 年 6 月）に準拠

して評価する。 
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2.4  記号の説明 

記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｆ 脚の圧縮フランジの断面積 mm
2
 

Ａｓ 脚の断面積 mm
2
 

Ａｓ１ 脚の半径方向軸に対するせん断断面積 mm
2
 

Ａｓ２ 脚の周方向軸に対するせん断断面積 mm
2
 

Ａｓｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面の断面積 mm
2
 

Ａｓｒ 脚の半径方向軸に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ａｓｔ 脚の周方向軸に対する有効せん断断面積 mm
2
 

Ｃ 脚の座屈曲げモーメントに対する修正係数 － 

Ｃ１ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の周方向） mm 

Ｃ２ 脚の胴付け根部のアタッチメントの幅の2分の1（胴の軸方向） mm 

Ｃｃｊ 周方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られる

値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｖ 鉛直方向設計震度 － 

Ｃ ｊ 鉛直方向モーメントによる応力の補正係数（引用文献(2)より得られ

る値）（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

Ｅｓ 脚の縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3に定める値 MPa 

Ｆ０ 振動モデル系における水平力 N 

ＦＶ 鉛直方向荷重 N 

ƒｂｒ 脚の半径方向軸回りの許容曲げ応力 MPa 

ƒｂｔ 脚の半径方向に直角な方向の軸回りの許容曲げ応力 MPa 

ƒｃ 脚の許容圧縮応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

ƒｔ 脚の許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

Ｇｓ 脚のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2
 

ｈ 脚断面のせい mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm4 

ｉ 脚の弱軸についての断面二次半径 mm 

ｉｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面のウェッブ軸回

りの断面二次半径 

mm 

Ｉｓｆ 脚の圧縮フランジとせいの6分の1から成るＴ形断面のウェッブ軸回

りの断面二次モーメント 

mm
4
 

Ｉｓｒ 脚の半径方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｉｓｔ 脚の周方向軸に対する断面二次モーメント mm
4
 

Ｊｓ 脚のねじりモーメント係数 mm
4
 

   Ｋ１ｊ，Ｋ２ｊ 引用文献(2)によるアタッチメントパラメータの補正係数 

（ｊ＝1：周方向応力，ｊ＝2：軸方向応力） 

－ 

Ｋｃ 胴の脚付け根部における周方向曲げモーメントに対する局部ばね定

数（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ＫＨ ばね定数（水平方向） N/m 

Ｋ  胴の脚付け根部における長手方向曲げモーメントに対する局部ばね

定数（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

Ｋｒ 胴の脚付け根部における半径方向荷重に対する局部ばね定数 

（引用文献(1)より得られる値） 

－ 

ＫＶ ばね定数（鉛直方向） N/m 

ｋｃ，ｋ  引用文献(1)によるアタッチメントパラメータの周方向及び軸方向の

補正係数 

－ 

 脚の長さ mm 

ｃ  脚の中立軸間の距離 mm 

ｇ 架台から容器重心までの距離 mm 

ｋ  脚の有効座屈長さ mm 

Ｍ１ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント  N･mm 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｍ３ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部のねじりモーメント N･mm 

Ｍｃ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の周方向モーメント N･mm 

Ｍ  

Ｍ ２ 

運転時質量による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント 

鉛直方向地震による胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント 

N･mm 

N･mm 

Ｍｓ１，Ｍｓ２ 脚の上下両端に作用する曲げモーメント N･mm 

Ｍｘ 胴に生じる軸方向の曲げモーメント N･mm /mm 

Ｍφ 胴に生じる周方向の曲げモーメント N･mm /mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

Ｎｘ 胴に生じる軸方向の膜力 N/mm 

Ｎφ 胴に生じる周方向の膜力 N/mm 

Ｐ 運転時質量による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐ１ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐ２ 鉛直方向地震による胴の脚付け根部の半径方向荷重 N 

Ｐｒ 最高使用圧力 MPa 

Ｑ Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の周方向荷重 N 

Ｒ 運転時質量による脚の軸力 N 

Ｒ１ Ｚ方向地震により脚に作用する軸力 N 

Ｒ２ 鉛直方向地震により脚に作用する軸力 N 

ｒｍ 胴の平均半径 mm 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

ＴＨ 水平方向の固有周期 s 

Ｔｖ 鉛直方向の固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｕ 脚の中心軸から胴板の厚さの中心までの距離 mm 

Ｚｓｐ 脚のねじり断面係数 mm
3
 

Ｚｓｒ 脚の半径方向軸に対する断面係数 mm
3
 

Ｚｓｔ 脚の周方向軸に対する断面係数 mm
3
 

β，β１，β２ 引用文献(2) によるアタッチメントパラメータ － 

γ 引用文献(2) によるシェルパラメータ － 

δＨ 水平力Ｆ０による胴重心の水平方向変位量 mm 

δＶ 胴重心の鉛直方向変位量 mm 

Δｒ 運転時質量による胴の半径方向局部変位量 mm 

Δｒ１ 水平力Ｆ０による胴の半径方向局部変位量 mm 

Δｘ１ 水平力Ｆ０による第1脚上端の水平方向変位量 mm 

Δｘ３ 水平力Ｆ０による第2脚上端の水平方向変位量 mm 

Δｙ１ 水平力Ｆ０による第1脚の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ2 鉛直方向荷重Ｆｖによる支持脚の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ３ 鉛直方向荷重Ｆｖによる胴の鉛直方向変位量 mm 

Δｙ４ 運転時質量による胴付け根部における局部傾き角による鉛直方向変

位量 

mm 

θ 運転時質量による胴の脚付け根部における局部傾き角 rad 

θ０ 水平力Ｆ０による胴の中心軸の傾き角 rad 

θ１ 水平力Ｆ０による第1脚の傾き角 rad 

θ１′ 水平力Ｆ０による胴の第1脚付け根部における局部傾き角 rad 

θ３ 水平力Ｆ０による第2脚の傾き角 rad 

Λ 脚の限界細長比 － 

λ 脚の有効細長比 － 

ν 座屈に対する安全率 － 

π 円周率 － 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０φ 胴の周方向の一次一般膜応力 MPa 

σ０ｘ 胴の軸方向の一次一般膜応力 MPa 

σ１ 胴の一次応力の最大値 MPa 

σ２ 胴の一次＋二次応力の最大値 MPa 

σ１１，σ１２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ１３，σ１４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ１５，σ１６ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次応力 

MPa 

σ２１，σ２２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σ２３，σ２４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σ２５，σ２６ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び 

第2評価点における組合せ一次＋二次応力 

MPa 

σｓ 脚の組合せ応力の最大値 MPa 

σｓ１，σｓ２ 運転時質量による脚の圧縮及び曲げ応力 MPa 

σｓ３，σｓ４ 鉛直方向地震による脚の圧縮及び曲げ応力 MPa 

σｓ５，σｓ６，σｓ７ Ｚ方向地震による脚の圧縮並びに第1脚及び第2脚の曲げ応力 MPa 

σｓ８，σｓ９，σｓ１０ Ｘ方向地震による脚の圧縮並びに半径方向及び周方向の曲げ応力 MPa 

σｓｃ 脚の圧縮応力の和 MPa 

σｓｒ 脚の半径方向軸回りの圧縮側曲げ応力の和 MPa 

σｓｔ 脚の半径方向に直角な軸回りの圧縮側曲げ応力の和 MPa 

σｓｘ Ｘ方向地震が作用した場合の脚の組合せ応力 MPa 

σｓｚ１，σｓｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の第1脚及び第2脚の組合せ応力 MPa 

σφ１，σｘ１ 内圧による胴の周方向及び軸方向応力 MPa 

σｘ２ 運転時質量による胴の軸方向応力 MPa 

σφ３，σｘ３ 運転時質量により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ４，σｘ４ 運転時質量により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向

応力 

MPa 

σｘ５ 水平方向地震が作用した場合の転倒モーメントによる胴の軸方向応

力 

MPa 

σφ７，σｘ７  鉛直方向地震による胴の周方向応力及び軸方向応力 MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σφ８，σｘ８ 鉛直方向地震により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ９，σｘ９ 鉛直方向地震により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向応

力 

MPa 

σφ１０，σx１０ 鉛直方向地震により生じる鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ１１，σx１１ 鉛直方向地震により生じる半径方向荷重による胴の周方向及び軸方向応

力 

MPa 

σφ６１，σｘ６１ 

σφ６２，σｘ６２ 

Ｚ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴の周方向及び 

軸方向応力  

MPa 

σφ７１，σｘ７１ 

σφ７２，σｘ７２ 

Ｚ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴の周方向及び

軸方向応力 

MPa 

σφ８１，σｘ８１ 

σφ８２，σｘ８２ 

Ｚ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ９１，σｘ９１ 

σφ９２，σｘ９２ 

Ⅹ方向地震が作用した場合の半径方向荷重による胴の周方向及び 

軸方向応力 

MPa 

σφ１０１，σｘ１０１

σφ１０２，σｘ１０２

Ｘ方向地震が作用した場合の鉛直方向モーメントによる胴の周方向

及び軸方向応力 

MPa 

σφ１１１，σｘ１１１

σφ１１２，σｘ１１２

Ｘ方向地震が作用した場合の周方向モーメントによる胴の周方向及

び軸方向応力 

MPa 

σｘｘ１，σｘｘ２ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｘ３，σｘｘ４ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σｘｚ１，σｘｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び第

2評価点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｚ３，σｘｚ４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び第

2評価点における軸方向一次応力の和 

MPa 

σｘｚ５，σｘｚ６ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及び第

2評価点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σｘｚ７，σｘｚ８ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及び第

2評価点における軸方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σφｘ１，σφｘ２ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｘ３，σφｘ４ Ｘ方向地震が作用した場合の胴の脚付け根部の第1評価点及び第2評

価点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 
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記  号 記   号   の   説   明 単  位

σφｚ１，σφｚ２ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及

び第2評価点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｚ３，σφｚ４ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及

び第2評価点における周方向一次応力の和 

MPa 

σφｚ５，σφｚ６ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第1脚付け根部の第1評価点及

び第2評価点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 

σφｚ７，σφｚ８ Ｚ方向地震が作用した場合の胴の第2脚付け根部の第1評価点及

び第2評価点における周方向一次＋二次応力の和 

MPa 

τ３ Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じるねじりモーメントに

よるせん断応力 

MPa 

τ６ Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じるねじりモーメントに

よるせん断応力 

MPa 

τｃ１ Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τｃ４ Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じる周方向せん断応力 MPa 

τ １  運転時質量により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ２  Ｚ方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ５  Ｘ方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τ ３  鉛直方向地震により胴の脚付け根部に生じる軸方向せん断応力 MPa 

τｓ１ 運転時質量による脚のせん断応力 MPa 

τｓ２  鉛直方向地震による脚のせん断応力 MPa 

τｓ３，τｓ４ Ｚ方向地震による第1脚及び第2脚のせん断応力 MPa 

τｓ５ Ｘ方向地震による脚のせん断応力 MPa 

注記：「設計･建設規格」とは，発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005年版（2007年追補版

含む。））ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１－2005/2007）（日本機械学会 2007年9月）をいう。 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりである。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長 

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

胴板の厚さ ㎜ ― ― 小数点以下第 1位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位まで 

の値とする。 
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3. 評価部位 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系低圧マニホールドは，胴及び脚について評価を実施する。 

主蒸気隔離弁漏えい抑制系低圧マニホールドの耐震評価部位については，表2－1の概略構造図

に示す。 

 

4. 固有周期 

 4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

本容器は，2.1項より脚下端の支持条件を組み合わせることで次の計算モデルができる。 

a. 第 1 脚及び第 2脚とも固定の場合 

図4－1にa項の変形モードを示す。 

(2) 固有周期 

それぞれの脚及び胴について，荷重，モーメント及び変形の釣合い条件の方程式を作る

ことにより，以下のように固有周期を求める。 

a. 水平方向の固有周期 

 第 1脚及び第 2 脚とも固定の場合（図 4－1 参照）,水平力の釣合いより  

2・Ｐ１＋2・Ｑ＝Ｆ０                                             (4.1.1) 

転倒モーメントの釣合いより 

2・Ｍ１－2・Ｍ３＋2・Ｒ１・ｒｍ＝Ｆ０・( ｇ－ )                     (4.1.2) 

ただし， 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                            (4.1.3) 

水平力Ｆ０による第 1脚の水平方向変位量，傾き角及び鉛直方向変位量は 

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ
ｘ

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ)・－ＲＭ(
 ＋ 

・ＡＧ

・Ｐ
 ＋ 

・I3・Ｅ

・Ｐ
 ＝Δ

2 
１１１

3 
１

１  

                                            (4.1.4)  

ここで，（図 4－1参照）
 

ｍ
ｃ
－ｒ 

2
 ｕ＝                                                 (4.1.5) 

ｓｔｓｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

・Ｐ
 ＋ 

・ＩＥ

・ｕ)・－ＲＭ(
 ＝θ

2 
１１１

１                      (4.1.6) 

ｓｓ
ｙ

・ＥＡ

・Ｒ
 ＝

１
１Δ                                              (4.1.7) 
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14 

水平力Ｆ０による胴の半径方向局部変位量と局部傾き角は 

・Ｅ

・ＰＫ
 ＝Δ

ｍ

ｒ

ｒ

１
ｒ１                                            (4.1.8) 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 ′θ

 2  3 

１

ｍ
 ＝１                                       (4.1.9) 

ここで，Ｋｒ 及びＫ は引用文献(1)に基づく胴の半径方向荷重による局部変位と 

長手方向曲げモーメントによる局部傾き角に対する定数であり，シェルパラメータγ 

及びアタッチメントパラメータβは，以下のように定義する。 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                         (4.1.10)
 

γ＝ ｒｍ／ｔ                                                 (4.1.11) 

β１＝ Ｃ１／ｒｍ                                              (4.1.12) 

β２＝ Ｃ２／ｒｍ                                              (4.1.13)
 

 3 2 
２１・ββ・ｋ β  ＝                                         (4.1.14) 

水平力Ｆ０による第 2脚の傾き角（胴の中心軸の傾き角に同じ。）と水平方向変位量は 

ｓｒｓｓｒｓ ・Ｉ2・Ｅ

Ｑ・
 ＋ 

・ＩＥ

・－Ｍ
 ＝θ

2 
３

０                           (4.1.15)
 

ｓｒｓｓｔｓｓｒｓ
ｘ

・Ｉ2・Ｅ

・Ｍ
 － 

・ＡＧ

Ｑ・
 ＋ 

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ・
 ＝Δ

2 
３

3 

３          (4.1.16)
 

第 1 脚と胴の傾き角の釣合いより
 

θ１＋θ１′－θ０＝0                                           (4.1.17)
 

水平力Ｆ０による第 2脚のねじれ角と胴の局部傾き角は等しいから
 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ

・ＪＧ

・Ｑ・ｕ－Ｍ
 ＝θ

 2  3 
ｍ

ｃｃ

ｓｓ

ｃ
 ＝ 

)(
３                   (4.1.18) 

 

ここで，Ｋｃは，引用文献(1)に基づく胴の周方向曲げモーメントによる局部傾き角

に対する定数であり，シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβは，

（4.1.10）式～（4.1.14）式とする。ただし，（4.1.14）式のｋ をｋｃ，β１をβ２及

びβ２をβ１に置き換える。 

脚と胴の水平方向変位量の釣合いより 

Δｘ１＋Δｒ１＝Δｘ３＋ｕ・θ３                                  (4.1.19) 

さらに，鉛直方向の釣合いより 

Δｙ１－ｕ・θ１－ｒｍ・θ０＝0                                  (4.1.20) 
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（4.1.20）式へ（4.1.6）式，（4.1.7）式及び（4.1.15）式を代入して
 

ｓｒｓ

ｍ

ｓｔｓｓｔｓｓｓ ・ＩＥ

・・Ｍｒ
 ＋ 

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ・Ｐ
 － 

・ＩＥ

・ｕ)・Ｒｕ・(Ｍ
 － 

・ＥＡ

・Ｒ ３
2 

１１１１
  

0 ＝ 
・Ｉ2・Ｅ

・Ｑ・ｒ
 －

ｓｒｓ

ｍ
2 

                                       (4.1.21)
 

（4.1.17）式へ（4.1.6）式，（4.1.9）式及び（4.1.15）式を代入して
 

ｓｔｓｓｔｓｓｒｓｓｒｓ ・Ｉ・Ｅ2

・Ｐ
＋

・ＩＥ

・・ｕ)－ＲＭ(
 ＋ 

・Ｉ・Ｅ2

Ｑ・
 － 

・ＩＥ

・Ｍ 2 
１１１

2 
３      

0 ＝ 
・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 ＋

 2  3 

１

ｍ
                                       (4.1.22)

 

（4.1.18）式を変形して 

0 ＝ 
・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
 － 

・ＪＧ

・Ｍ
 － 

・ＪＧ

ｕ・Ｑ・
 2  3 

ｍ

ｃｃ

ｓｓ

ｃ

ｓｓ
                 (4.1.23)

 

（4.1.19）式へ（4.1.4）式，（4.1.8）式，（4.1.16）式及び（4.1.18）式を代

入して 

・Ｅｒ

・ＰＫ
＋

・Ｉ2・Ｅ

・ｕ)・－Ｒ(Ｍ
＋

・ＡＧ

・Ｐ
＋

・Ｉ3・Ｅ

・Ｐ

ｍ

ｒ

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ

１
2 

１１１
3 

１
  

0 ＝
・Ｅ・βｒ

・Ｍu・Ｋ
－

・Ｉ2・Ｅ

・Ｍ
＋

・ＡＧ

Ｑ・
－

・Ｉ3・Ｅ

Ｑ・
－

2 3

2 
３

3 

ｍ

ｃｃ

ｓｒｓｓｔｓｓｒｓ
 

                                                           (4.1.24) 

以上より，6 変数Ｐ１，Ｑ，Ｒ１，Ｍ１，Ｍ３及びＭｃに対して（4.1.1）式，（4.1.2）

式及び（4.1.21）式～（4.1.24）式を連立させ，Δｘ１，Δｒ１及びθ０を求める。 

胴重心の変位量δＨ，ばね定数ＫＨ及び固有周期ＴＨは次式で求める。 

００ ０１１ ・Ｆ
Ｇ・Ａ

)－(
 ＋・Ｆ 

3・Ｅ・Ｉ

)－(
 ＋)・θ－＋(＋

ｅ

ｇ
3 

ｇ
ｇｒｘ ΔΔ＝δＨ   

                                                     (4.1.25) 

Ｈδ
０1000・Ｆ

＝ＫＨ                                             (4.1.26) 

Ｈ
Ｈ

Ｋ

ｍ
・＝2・Ｔ

０
π                                           (4.1.27) 

ここで，胴の断面性能は次式で求める。 

・ｔ＋ｔ)・(Ｄ 
8

π
 Ｉ＝  3 

ｉ                                     (4.1.28) 

ｔ)・ｔ・π・(Ｄ
3

2
＝Ａ ｉｅ                                    (4.1.29) 
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b. 鉛直方向の固有周期 

鉛直方向荷重Ｆｖによる支持脚の鉛直方向変位量と胴の鉛直方向変位量は次式で 

求める。 

 
ｓｓ

ｖ
ｙ

・Ｅ4・Ａ

・Ｆ
＝Δ ２                                            (4.1.30) 

３

g
ｙ

ｖ

s

Ｆ ・( － )

Ａ ・Ｅ
Δ ＝                                            (4.1.31) 

ここで， 

Ａｓ＝π・(Ｄｉ＋ｔ)・ｔ                                         (4.1.32) 

運転時質量による胴の脚付け根部における局部傾き角による鉛直方向変位量は

次式で求める。 

Δｙ４＝θ・ｕ                                                    (4.1.33) 

局部傾き角は脚下端の支持条件により，脚下端が固定の場合 

・Ｅ・βｒ

・Ｋ
θ＝

ｍ
23

M
                                                 (4.1.34) 

ここで， 

ｓｔｓ

ｖ

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・Ｉ4・Ｅ

・ｕ・Ｆ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

3 

 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2

23 ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ・Ｅ2
－

・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・  

                         (4.1.35) 

以上により，胴重心の鉛直方向変位量δＶ，ばね定数ＫＶ及び固有周期ＴＶは次式で 

求める。 

δＶ＝Δｙ２＋Δｙ３＋Δｙ４                                         (4.1.36) 

ｖ

ｖ
ｖ

δ
・Ｆ1000

＝Ｋ                                                (4.1.37) 

ｖ
ｖ

Ｋ

ｍ
π

０
・＝2Ｔ                                                (4.1.38) 
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Δｘ３

θ１′
θ1′

θ０

Ｆ０

δＨ

Ｍ３

ｒｍ

ｕ

Δｘ１

Δｙ１

Ｒ１
Ｍ１

Ｐ１

θ１

Δｘ１

Δｙ１

Ｒ１Ｍ１

Ｐ１

θ１

g

第1脚 第2脚 第1脚
(第3脚)

Δｒ１

Δｒ１

Ｐ１ Ｐ１

Ｑ

Ｑ

Ｍｃ

Ｍｃ

Ｆ０

θ３

θ３

 

 

図 4－1 第 1脚及び第 2脚とも脚下端が固定 

 されている場合の変形モード 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，「6.1 設計基準対象施設としての評価結果」の 

機器要目に示す。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

6章の評価結果に示す。 

 

5.  構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1)  容器及び内容物の質量は，重心に集中するものとする。 

(2)  地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

(3) 低圧マニホールドは胴を 4個の脚で支持し，脚は溶接で架台に据え付けているため， 

固定端として評価する。  

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

低圧マニホールドの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に 

用いるものを表 5－1 に示す。 

5.2.2 許容応力 

低圧マニホールドの許容応力を表 5－2及び表 5－3 に示す。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

低圧マニホールドの許容応力のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを表 5－4 に

示す。 
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表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 
耐震設計上の 

重要度分類 
機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

原子炉格納施設
圧力低減設備 

その他の安全設備

主蒸気隔離弁漏えい抑制系

低圧マニホールド 
Ｓ クラス３容器 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

注記 ＊：クラス３容器の支持構造物を含む。

  

＊ 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 



  

 

2
0
 

表 5－2 許容応力（クラス２，３容器） 

許容応力状態 

許容限界 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 
一次＋二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅢＡＳ 

Ｓｙと 0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，オーステナイト系ス

テンレス鋼及び高ニッケル合

金 に つ い て は 上 記 の 値 と

1.2・Ｓとの大きい方 

左欄の 1.5 倍の値 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は基準地震動Ｓｓ

のみによる疲労解析を行い，疲労累積係数が

1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応

力の変動値が 2・Ｓｙ以下であれば，疲労

解析は行わない。   ⅣＡＳ 0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

    注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

  

＊1，＊2 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 



  

 

2
1
 

 

表 5－3 許容応力（クラス２，３支持構造物） 

許容応力状態 

 許容限界 

 （脚） 

 一次応力 

組合せ 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 

  ⅣＡＳ 1.5・fｔ 

注記 ＊：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で 

代表可能である場合は評価を省略する。 

＊

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 

＊



  

 

2
2
 

表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa) 

胴板 SM400B 最高使用温度 100 － 221 373 － 

脚 SS400 周囲環境温度 50 － 241 394 － 

 

NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1 
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 5.3 設計用地震力 

耐震評価に用いる設計用地震力を表 5－5 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は 

「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 

 

表 5－5 低圧マニホールドの設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

     ＊2：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度と同等以上の設計震度 

     ＊3：基準地震動Ｓｓの震度と同等以上の設計震度 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建屋
EL. 20.3＊1 ＣH＝0.78＊2 ＣV＝0.54＊2 ＣH＝1.34＊3 ＣV＝1.01＊3
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 5.4  計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

 応力計算において，静的地震力を用いるため絶対値和を用いる。 

5.4.1.1  胴の応力 

(1) 内圧による応力 

・ｔ2

・ｔ）1.2＋・（ＤＰ
＝

ｉｒ
φ１σ

  
                                 (5.4.1.1.1) 

σφ７＝0                                                       (5.4.1.1.2) 

・ｔ4

・ｔ）1.2＋・（ＤＰ
＝

ｉｒ
ｘ１σ                                    (5.4.1.1.3) 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

＋ｔ)・ｔ・(Ｄ

・ｍ
＝

ｉ
ｘ

π
σ

０
２

g
                                      (5.4.1.1.4) 

g０ ・
７

ｖ・ Ｃ
ｘ ＝

・( ＋ )・ｉＤ

ｍ
ｔ ｔ

σ
π

                                          (5.4.1.1.5) 

(3) 運転時質量による胴の脚付け根部の応力 

脚下端が固定の場合,脚の半径方向変位量と胴の半径方向局部変位量は等しいから 

ｓｔｓｓｒｓｓｔｓ
ｒ

・Ｉ2・Ｅ

）・（Ｒ・ｕ－Ｍ
＋

・ＡＧ

－Ｐ・
＋

・Ｉ3・Ｅ

－Ｐ・
＝Δ

2 3 

 

・Ｅｒ

・ＰＫ
　＝

ｍ

ｒ

                  (5.4.1.1.6)
 

また，脚上端の傾き角と胴の局部傾き角は等しいから 

ｓｔｓｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－Ｐ・
＋

・ＩＥ

）・（Ｒ・ｕ－Ｍ
θ＝

2 

 

・Ｅ・βｒ

・ＭＫ
　＝

 2  3
ｍ

  
           (5.4.1.1.7) 

ここで， 

4

・ｍ
＝Ｒ

０ g    
                (5.4.1.1.8) 

 

 

 

 

 

 

 

ｕ

Δｒ Ｒ Ｍ

Ｐθ

θ

Δｒ

図 5－1  脚下端が固定されている 

場合の運転時質量による 

脚及び胴の変形 
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したがって，（5.4.1.1.8）式を（5.4.1.1.6）式及び（5.4.1.1.7）式に代入し

た式を連立することにより，Ｍ を以下のように求める。 

ｓｔｓｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・Ｉ4・Ｅ

・ｕ・・ｍ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

０
3 g

 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2 

 2  3
ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－
・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・  

                                                     (5.4.1.1.9) 

Ｐは（5.4.1.1.6）式に（5.4.1.1.8）式を代入して整理すると 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ

・
・Ｉ2・Ｅ

・ｕ－Ｍ
4

・ｍ

Ｐ＝

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

ｓｔｓ
3 

2 

０ g

                      (5.4.1.1.10) 

となる。 

鉛直方向曲げモーメントＭ により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は引用文

献(2)により次のようにして求める。 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβを以下のように定義する。 

ｒｍ＝（Ｄｉ＋ｔ）／2                                            (5.4.1.1.11) 

γ＝ｒｍ／ｔ                                                   (5.4.1.1.12) 

β１＝Ｃ１／ｒｍ                                                 (5.4.1.1.13) 

β２＝Ｃ２／ｒｍ                                                 (5.4.1.1.14) 

 3 2 
２１・βββ＝                                               (5.4.1.1.15) 

ただし，β≦0.5 

シェルパラメータγ及びアタッチメントパラメータβによって引用文献(2)の図

より値（以下＊を付記するもの）を求めることにより，次式で求める。 

１
ｍ

＊

ｍ

φ
φ ・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝

 2  2 
３σ              (5.4.1.1.16) 

２
 2  2 

３ ・Ｃ 
・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝

ｍ

＊

ｍ

ｘ
ｘσ              (5.4.1.1.17) 

半径方向荷重Ｐにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

４

＊

ｍ ｍ

φ
φ

Ｎ Ｐ

Ｐ ｔ
σ ＝ ・　

／ｒ ｒ ・
                               (5.4.1.1.18) 

４

＊

ｍ ｍ

ｘ
ｘ

Ｎ Ｐ

Ｐ ｔ
σ ＝ ・　

／ｒ ｒ ・
                              (5.4.1.1.19) 
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ここで，γ及びβは（5.4.1.1.11）式～（5.4.1.1.15）式によるが，(5.4.1.1.15）

式を 

4≧β１／β２≧1のとき 

２１１２１ ・ββ・）－Ｋ1）・（1－／β・（β
3

1
－1β＝ ｊ               (5.4.1.1.20) 

ただし，β≦0.5 

4

1
≦β１／β２＜1のとき 

２１２２１ ・ββ・))・(1－Ｋ／β・(1－β
3

4
1－β＝ ｊ                  (5.4.1.1.21) 

ただし，β≦0.5 

に置き換える。 

反力Ｒによるせん断応力は 

・ｔ・Ｃ4

Ｒ
＝

２

１τ                                                (5.4.1.1.22) 

(4) 水平方向地震による胴の曲げ応力 

水平方向地震により胴に転倒モーメントが作用するため，脚が取り付く胴の円周

上に以下の曲げ応力が発生する。 

g０
５

ｇ ｉＨＣ ・ ・ ・( － )・(Ｄ ＋2・ｔ)
ｘ ＝

2・Ｉ
ｍσ

                       (5.4.1.1.23)
 

(5) Ｚ方向地震による胴の脚付け根部の応力 

4.1 節の固有周期計算において（4.1.1）式及び（4.1.2）式の水平力Ｆ０を 

ＣＨ・ｍ０・g に置き換えて得られる数値を使用する。 

a. 一次応力 

半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は（5.4.1.1.18）式

及び（5.4.1.1.19）式と同様にして 

６１
１

１／

φ
φ

ｍ ｍ

＊
Ｎ Ｐ

Ｐ ｒ ｒ ・ｔ
σ ＝ ・　                           (5.4.1.1.24) 

６１
１

１／

ｘ
ｘ

ｍ ｍ

＊
Ｎ Ｐ

Ｐ ｒ ｒ ・ｔ
σ ＝ ・　                           (5.4.1.1.25) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は

（5.4.1.1.16）式及び（5.4.1.1.17）式と同様にして 

  

１
７１

１
2 2 

１

＊

φ
φ ＝  ・Ｃ

・ ・／ ・ ｍ βｍ β

Ｎ Ｍ
ｔＭ

σ
ｒｒ

                  (5.4.1.1.26) 
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2
  

１
７１

１
2 2 

＊

ｘ ＝  ・Ｃ
・ ・／ ・ ｍ βｍ β

Ｎｘ Ｍ
ｔＭ

σ
ｒｒ

                  (5.4.1.1.27) 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は

（5.4.1.1.16）式及び（5.4.1.1.17）式と同様にして 

１
 2  2 

１φ８ ｃ
ｍ

ｃ
＊

ｍｃ

φ
・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

Ｎ
 ＝σ         (5.4.1.1.28) 

２
 2  2 

８１ ｃ
ｍ

ｃ
＊

ｍｃ
・Ｃ 

・ｔ・βｒ

Ｍ
・　

・β）／（ｒＭ

ｘＮ
 ＝ｘσ         (5.4.1.1.29) 

ここで，γ及びβは（5.4.1.1.11）式～（5.4.1.1.15）式によるが，

（5.4.1.1.15）式を 

  
２

 2 
１

3 ・βββ＝                                               (5.4.1.1.30) 

ただし，β≦0.5 

に置き換える。 

周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

・ｔ4・Ｃ

Ｑ
＝

１

１Ｃτ                                             (5.4.1.1.31) 

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力は 

１

２
２＝

・ ・

Ｒ
4 Ｃ ｔ

τ                                               (5.4.1.1.32) 

ねじりモーメントＭ３により生じる胴のせん断応力は 

３
３

 2 
１

＝
・ ・ ・

Ｍ

2 Ｃ ｔπ
τ                                           (5.4.1.1.33) 

ここで，Ｃ１＞Ｃ２のときＣ１をＣ２に置き換える。（図5－2参照） 

b. 二次応力 

半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

６２φ
１

１

φ
＊

Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　                                  (5.4.1.1.34) 

 2
6 １

１

６２ｘ

＊
Ｍｘ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　                                 (5.4.1.1.35) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

 
７２

１
φ

１

＊
φ

ｍ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ β

・
σ ＝ ・　  

／（ｒ ・β） ｒ ・  ・
           (5.4.1.1.36) 

 2
6

７２

１
ｘ

１
 

＊

ｍ ｍ

Ｍｘ Ｍ

Ｍ β βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・ ） ・ｔ  ・
           (5.4.1.1.37) 
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周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

 2
6

 
８２φ

＊
φ ｃ

ｃ ｍ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
            (5.4.1.1.38) 

 2
6

 
８２ｘ

＊

ｍ

ｘ ｃ

ｃ ｍ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
            (5.4.1.1.39) 

(6) Ｘ方向地震による胴の脚付け根部の応力 

a. 一次応力 

    半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

      ９１ ６１φ ＝ φ  ／ 　２σ σ                                           (5.4.1.1.40) 

    ９１ ６１ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                           (5.4.1.1.41) 

鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

   １０１ ７１φ ＝ φ  ／ 　２σ σ  
                                      (5.4.1.1.42) 

  １０１ ７１ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ  
                                      (5.4.1.1.43) 

周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

  １１１ ８１φ ＝ φ  ／ 　２σ σ  
                                      (5.4.1.1.44) 

１１１ ８１ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ
                                       (5.4.1.1.45) 

周方向せん断力Ｑによるせん断応力は 

４ １＝ ｃ  ／ 　ｃ ２τ τ                                            (5.4.1.1.46) 

鉛直方向せん断力Ｒ１によるせん断応力は 

５ ２＝  ／ 　２τ τ                                             (5.4.1.1.47) 

ねじりモーメントＭ３により生じる胴のせん断応力は 

６ ３＝  ／ 　２ττ                                                 (5.4.1.1.48) 

       b. 二次応力 

           半径方向荷重Ｐ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

９２ ６２φ ＝ φ  ／ 　２σ σ                                           (5.4.1.1.49) 

９２ ６２ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                           (5.4.1.1.50) 

            鉛直方向曲げモーメントＭ１により生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

１０２ ７２φ ＝ φ  ／ 　２σ σ                                         (5.4.1.1.51) 

１０２ ７２ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                         (5.4.1.1.52) 

            周方向曲げモーメントＭｃにより生じる胴の周方向応力及び軸方向応力は 

１１２ ８２φ ＝ φ  ／ 　２σ σ                                         (5.4.1.1.53) 

１１２ ８２ｘ ＝ ｘ  ／ 　２σ σ                                          (5.4.1.1.54) 
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(7) 鉛直方向地震による胴の脚付け根部の応力 

脚下端が固定の場合の軸力，胴の脚付け根部の鉛直方向モーメント及び半径方向 

荷重を以下のように求める。 

4

・Ｃ・ｍ
＝Ｒ

ｖ０

２
g

                                           (5.4.1.1.55) 

ｓｔｓｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ ・ＩＥ

・ｕ・Ｒ
・

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ12・Ｅ
＝Ｍ

２
3 

２  

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ3・Ｅ
／　

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓ

3 

 

2
2 

 2  3
ｓｔｓｍｓｔｓ ・Ｉ2・Ｅ

－
・Ｅ・βｒ

Ｋ
＋

・ＩＥ
・           (5.4.1.1.56) 

・Ｅｒ

Ｋ
＋

・ＡＧ
＋

・Ｉ・Ｅ3
／

・Ｉ・Ｅ2

・・ｕ－ＭＲ
＝Ｐ

ｍ

ｒ

ｓｒｓｓｔｓｓ

3 

ｓｔ

2 
２２

２  

                                                     (5.4.1.1.57) 

           a. 一次応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は

次式で求める。 

2 2 
８

２

２

＊

ｍ ｍ

φ
φ １

Ｎ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

／（ ・β） ・  ・
     (5.4.1.1.58) 

2 2 
８

２

２

＊

ｍ ｍ

ｘ
ｘ ２

Ｎ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ
σ ＝ ・　  ・Ｃ

／（ ・β） ・  ・
     (5.4.1.1.59) 

半径方向荷重Ｐ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は次式で求める。 

２
９

２

＊
φ

φ ＝ ・ 
／ ・ｍ ｍ
Ｎ Ｐ

Ｐ ｔｒ ｒ
σ                                 (5.4.1.1.60) 

２
９

２

＊

ｘ ＝ ・ 
／ ・ｍ ｍ
Ｎｘ Ｐ

Ｐ ｔｒ ｒ
σ                                 (5.4.1.1.61) 

b. 二次応力 

鉛直方向曲げモーメントＭ ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は

次式で求める。 

 2
6

 
１０

２

２

＊

ｍ ｍ

φ
φ

Ｍ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
         (5.4.1.1.62) 

 2
6

 
１０

２

２

＊

ｍ ｍ
ｘ

Ｍｘ Ｍ

Ｍ ｔ βｒ ｒ

・
σ ＝ ・　  

／（ ・β） ・  ・
         (5.4.1.1.63) 
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半径方向荷重Ｐ２により生じる胴の周方向及び軸方向応力は次式で求める。 

 2
6 ２

２

１１φ
φ

＊
Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　     ･････････････････････････     (5.4.1.1.64) 

 2
6 ２

２

１１ｘ
ｘ

＊
Ｍ Ｐ

Ｐ ｔ

・
σ ＝ ・　     ･････････････････････････     (5.4.1.1.65) 

せん断応力は次による。 

     τ ３＝ ２

２

Ｒ
４・Ｃ ・ｔ

   ･････････････････････････････････     (5.4.1.1.66) 

(8) 組合せ応力 

(1)～(7)によって求めた胴の脚付け根部に生じる応力を以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

σ０＝Max｛周方向応力（σ０φ），軸方向応力（σ０ｘ）｝       (5.4.1.1.67) 

ここで， 

【絶対値和】 

σ０φ＝σφ１＋σφ７                                          (5.4.1.1.68) 

σ０ｘ＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ７＋σｘ５                           (5.4.1.1.69) 

b. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の組合せ一次応力 

 

 

 

 

 

 

【絶対値和】 

(a) 第1脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ１＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ６１＋σφ７１＋σφ８ 

＋σφ９                                      (5.4.1.1.70) 

σｘｚ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ７１ 

                           ＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９                            (5.4.1.1.71) 

2 
１１１１１１ )－( )＋＋( ・

2

1
＝ ｘｚφｚｘｚφｚ σσσσ σ   

                                                 (5.4.1.1.72) 

2･Ｃ１ 

2･Ｃ２ 

第 1 評価点

第 2 評価点

アタッチメント

図 5－2 胴の評価点
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第2評価点については 

σφｚ２＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ６１＋σφ９          (5.4.1.1.73) 

σｘｚ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ７＋σｘ９ 

                       (5.4.1.1.74) 

１２

２ ２

２ ２

２ ２ １ ２ ３　　　　＋ φｚ － ｘｚ ＋４・ ＋ ＋

・ φｚ ＋ ｘｚ
1
2

σ σ

σ ＝  σ σ

τ τ τ
  

                      (5.4.1.1.75) 

(b) 第2脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ３＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ８＋σφ９ 

                       (5.4.1.1.76) 

σｘｚ３＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９ 

                       (5.4.1.1.77) 

    
３ ３ １ ３

１３

2 2

３ ３＝

     　＋  φｚ － ｘｚ ） ＋ 4・（ ｃ ＋ ）

・ ( ＋ )φｚ ｘｚ
1
2

σ  

σ σ τ τ

σ σ
 

         (5.4.1.1.78) 

第2評価点については 

σφｚ４＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ９＋σφ８１          (5.4.1.1.79) 

σｘｚ４＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ８１＋σｘ７＋σｘ９  

                       (5.4.1.1.80) 

       

１４

２ ２

４ ４

４ ４ １ ３ ３

＝

　　　 ＋ 　 φｚ － ｘｚ ＋４・ ＋ ＋

・ φｚ ＋ ｘｚ
1
2

σ  

σ σ τ τ τ

σ σ
  

                    (5.4.1.1.81) 

 c. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合の組合せ一次応力 

【絶対値和】 

第1評価点については 

σφｘ１＝σφ１＋σφ７＋σφ３＋σφ４＋σφ９１＋σφ１０１ 

＋σφ８＋σφ９                                   (5.4.1.1.82) 

σｘｘ１＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ３＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ９１ 

＋σｘ１０１＋σｘ７＋σｘ８＋σｘ９                      (5.4.1.1.83) 

2 
６４

 2 
１１

１１１５

）＋（ 4・ ＋）－（ ＋      

)＋（・ 
2

1
＝

ττσσ

σσσ

ｃｘｘφｘ

ｘｘφｘ

 

 

       (5.4.1.1.84)
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第2評価点については 

σφｘ２＝σφ１＋σφ７＋σφ４＋σφ９１＋σφ１１１＋σφ９ 

                               (5.4.1.1.85) 

σｘｘ２＝σｘ１＋σｘ２＋σｘ４＋σｘ５＋σｘ９１＋σｘ１１１ 

＋σｘ７＋σｘ９                                    (5.4.1.1.86) 

  

２ ２

 2 2
２ ２ １ ５ ６ ３

１６＝  （ ＋ )

      ＋ （ φｘ － ｘｘ ） ＋ 4・（ ＋ ＋ ＋ ）

φｘ ｘｘ・
1
2

σ σ σ

σ σ τ τ τ τ
 

                      (5.4.1.1.87) 

d. 胴の一次応力の最大値 

ここで，b項及びc項により組み合わせた一次応力のうち最大のものをσ１とする。 

σ１＝Max（σ１１，σ１２，σ１３，σ１４，σ１５，σ１６）          (5.4.1.1.88) 

 

e. 地震力のみによる一次＋二次応力の変動値 

【絶対値和】 

Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

  (a) 第1脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ５＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１＋σφ６１＋σφ６２ 

＋σφ７１＋σφ７２                             (5.4.1.1.89) 

           σｘｚ５＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ６１ 

                           ＋σｘ６２＋σｘ７１＋σｘ７２                    (5.4.1.1.90) 

σ２１＝σφｚ５＋σｘｚ５＋ 2
５ ５φｚ － ｘｚσ σ   

                                                 (5.4.1.1.91) 

第2評価点については 

σφｚ６＝σφ７＋σφ９＋σφ１１＋σφ６１＋σφ６２          (5.4.1.1.92) 

σｘｚ６＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ６１＋σｘ６２ 

                       (5.4.1.1.93) 

σ２２＝σφｚ６＋σｘｚ６＋ 22
６ ６ ２ ３φｚ － ｘｚ ＋　4　 ＋σ σ τ τ   

                    (5.4.1.1.94) 
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(b) 第2脚付け根部 

第1評価点については 

σφｚ７＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１            (5.4.1.1.95) 

           σｘｚ７＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１            (5.4.1.1.96) 

σ２３＝σφｚ７＋σｘｚ７＋ 2 2
７ ７ １ ３φｚ － ｘｚ ＋　4　 ｃ ＋σ σ τ τ   

                                                 (5.4.1.1.97) 

第2評価点については 

σφｚ８＝σφ７＋σφ９＋σφ１１＋σφ８１＋σφ８２            (5.4.1.1.98) 

σｘｚ８＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ８１＋σｘ８２            (5.4.1.1.99) 

σ２４＝σφｚ８＋σｘｚ８＋ 2 2
８ ８ ３ ３φｚ － ｘｚ ＋　4 ＋σ σ τ τ   

                      (5.4.1.1.100) 

f. Ⅹ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

第1評価点については 

σφｘ３＝σφ７＋σφ８＋σφ９＋σφ１０＋σφ１１＋σφ９１＋σφ１０１ 

＋σφ９２＋σφ１０２                           (5.4.1.1.101) 

            σｘｘ３＝σｘ７＋σｘ８＋σｘ９＋σｘ１０＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ９１ 

                           ＋σｘ１０１＋σｘ９２＋σｘ１０２                  (5.4.1.1.102) 

σ２５＝σφｘ３＋σｘｘ３＋ 2 2
３ ３ ４ ６φｘ － ｘｘ ＋　4 ｃ ＋σ σ τ τ   

                                                 (5.4.1.1.103) 

第2評価点については 

σφｘ４＝σφ９＋σφ１１＋σφ９１＋σφ９２＋σφ１１１＋σφ１１２ 

                        (5.4.1.1.104) 

σｘｘ４＝σｘ７＋σｘ９＋σｘ１１＋σｘ５＋σｘ９１＋σｘ９２ 

＋σｘ１１１＋σｘ１１２                          (5.4.1.1.105) 

σ２６＝σφｘ４＋σｘｘ４＋ 2 2
４ ４ ５ ６ ３φｘ － ｘｘ ＋　4 ＋ ＋σ σ τ τ τ   

                      (5.4.1.1.106) 

g. 胴の一次＋二次応力の最大値 

ここで，e項及びf項により組み合わせた一次＋二次応力のうち最大のも

のをσ２とする。 

σ２＝Max（σ２１，σ２２，σ２３，σ２４，σ２５，σ２６）           (5.4.1.1.107) 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-9
-
5
-4
-
1
 R
1
 



  

 33 

 

  5.4.1.2 脚の応力 

脚にかかる荷重について計算する。 

(1) 運転時質量による応力 

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝１σ                                                     (5.4.1.2.1) 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

) Ｒ・ｕ－Ｍ，－Ｐ・ Ｒ・ｕ－Ｍ(Max
＝２σ              (5.4.1.2.2) 

１

１

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                   (5.4.1.2.3) 

 

 (2) 鉛直方向地震による応力 

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝

２
３σ                                                     (5.4.1.2.4) 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

) ・ｕ－ＭＲ，・－Ｐ ・ｕ－ＭＲ(Max
＝

２２２２２

４σ  

                                              (5.4.1.2.5) 

１

２
２

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                   (5.4.1.2.6) 

 

 (3) Ｚ方向地震による応力 

第 1 脚については  

ｓ
ｓ

Ａ

Ｒ
＝

１
５σ                                                    (5.4.1.2.7) 

ｓｔ
ｓ

Ｚ

） ・ｕ－ＭＲ  ，  ・－Ｐ・ｕ－ＭＲMax（　
＝

 １１１１１

６σ  

                                                     (5.4.1.2.8) 

１

１
３

ｓ
ｓ

Ａ

Ｐ
＝τ                                                  (5.4.1.2.9) 

第 2 脚については 

ｓｒ
ｓ

Ｚ

） Ｍ  ，－ＭＱ・ Max（
＝

 ３ ３

７σ                             (5.4.1.2.10) 

ｓｐ

ｃ

ｓ
ｓ

Ｚ

Ｑ・ｕ－Ｍ
＋

Ａ

Ｑ
＝

２

４τ                                     (5.4.1.2.11) 
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 (4) Ｘ方向地震による応力 

ｓ
ｓ

・Ａ2

Ｒ
＝

１
８σ                                               (5.4.1.2.12) 

ｓｔ
ｓ

・Ｚ 2

）・ｕ－ＭＲ  ， ・－Ｐ・ｕ－ＭＲMax（
＝

１１１１１

９σ  

                                                        (5.4.1.2.13) 

ｓｒ
ｓ

・Ｚ 2

）Ｍ ，Ｍ － Ｑ・Max（
＝

３３

１０σ                           (5.4.1.2.14) 

ｓｐ

ｃ

ｓｓ
ｓ

・Ｚ2

Ｑ・ｕ－Ｍ
＋

・Ａ2

Ｑ
＋

・Ａ2

Ｐ
＝

２１

１
５τ                      (5.4.1.2.15) 

 

(5) 組合せ応力 

脚の最大応力は次式で求める。 

a. Ｚ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 

第1脚については 

2 
３２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
６５４３２１

１

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓｓｓｓ
ｓｚ

τττ

σσσσσσ
σ                

                         (5.4.1.2.16) 

第2脚については  

2 ４２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
７４２１

２

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓ3ｓｓ
ｓｚ

τττ

σσσσσ
σ           

                         (5.4.1.2.17) 

b. Ｘ方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

【絶対値和】 

2 
５２１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 2 
１０９８４３２１

)＋＋3・( ＋

)＋＋＋＋＋＋(
 ＝

ｓｓｓ

ｓｓｓｓｓｓｓ
ｓｘ

τττ

σσσσσσσ
σ  

                                                      (5.4.1.2.18) 

ここで，組み合わせた応力のうち最大のものをσｓとする。 

σｓ＝Max（σｓｚ１，σｓｚ２，σｓｘ）                          (5.4.1.2.19) 
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5.5  計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【主蒸気隔離弁漏えい抑制系低圧マニホー

ルドの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

  5.6.1 脚の応力評価 

(1) 5.4.2 項で求めた脚の組合せ応力が許容引張応力 ƒｔ以下であること。 

・1.5
1.5

Ｆ
＝ｔf

  
                                                 (5.6.1.1) 

(2) 圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せは次式を満足すること。(座屈の評価)
 

1≦
ｃ

ｓｃ

ｂｔ

ｓｔ

ｂｒ

ｓｒ σ＋σ＋σ
fff                                         (5.6.1.2)

 

a. ƒｃは次による。 

λ≦Λのとき 

ν

Ｆ
・ 

Λ

λ
 1－0.4・ ＝1.5・

2

ｃf                                   (5.6.1.3) 

            λ＞Λのとき 

2

λ

Λ
 ・Ｆ・＝1.5・0.277ｃf                                       (5.6.1.4) 

ここで， 

λ＝ ｋ／ｉ                                                    (5.6.1.5) 

0.6・Ｆ

・Ｅ
Λ＝

ｓ
 2 π

                                                (5.6.1.6) 

2

Λ

λ
 ・ 

3

2
 ＋ ＝1.5ν                                             (5.6.1.7) 

ｓ

ｓｒｓｔ

Ａ

)，ＩMin(Ｉ
ｉ＝                                        (5.6.1.8) 

ｋは有効座屈長さで脚下端を固定とする場合は1.2・ とする。  

b. ƒｂｒ，ƒｂｔは次による。 

(a) 脚が鋼管の場合 

ƒｂｒ＝ƒｂｔ＝ƒｔ                                            (5.6.1.9) 
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(b) 脚が形鋼の場合で弱軸が半径方向軸の場合 

イ. みぞ形鋼 

ƒｂｒ＝ƒｔ                                                  (5.6.1.10) 

ƒｂｔは次の2つの式より計算した値のうちいずれか大きい値又はƒｔのいずれ

か小さい方の値とする。 

ｔｔｂ ・ 
・ｉＣ・Λ

 0.4・ 1－
2 

ｆ
 2

2 

ff                          (5.6.1.11) 

1.5・
・ｈ

・Ａ・Ｅ0.433 ｆｓ
ｂｔf                                (5.6.1.12) 

ここで，ｉｆは脚の圧縮フランジとはりのせいの6分の1から成るＴ形断

面のウェッブ軸回りの断面二次半径で次式による。 

ｓｆ

ｓｆ
ｆ

Ａ

Ｉ
＝ｉ                                              (5.6.1.13) 

Ｃは次の計算式より計算した値又は2.3のうちいずれか小さい方の値とし， 

Ｍｓ２及びＭｓ１はそれぞれの脚の両端における強軸回りの曲げモーメントとする。 

この場合においてＭｓ２とＭｓ１との比は1より小さいものとし，単曲率の場合を

正に，複曲率の場合を負とする。 

 
2

１

２

１

２

ｓ

ｓ

ｓ

ｓ

Ｍ

Ｍ
 0.3・ ＋ 

Ｍ

Ｍ
 －1.05・ Ｃ＝1.75                  (5.6.1.14) 

脚が形鋼の場合で強軸が半径方向軸の場合は，(b)と同様にして求めたƒｂｒを 

ƒｂｔに，ƒｂｔをƒｂｒに置き換える。 

 

c. 応力の区分は次のようにする。 

(a) Ｚ方向地震が作用した場合の第1脚及び第3脚について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３＋σｓ５                                (5.6.1.15) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４＋σｓ６                                (5.6.1.16) 

σｓｒ＝0                                                  (5.6.1.17) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回り

の曲げモーメントＭｓ１及びＭｓ２は次の2つの式より計算し，Ｍｓ２の絶対値が

Ｍｓ１の絶対値より大きいときはＭｓ１とＭｓ２を置き換える。（以下同じ。） 

【絶対値和】 

Ｍｓ１＝－（Ｍ ＋Ｍ ２＋Ｍ１）＋（Ｒ＋Ｒ２＋Ｒ１）・ｕ 

                             (5.6.1.18) 

Ｍｓ２＝－（Ｐ＋Ｐ２＋Ｐ１）・ －（Ｍ ＋Ｍ ２＋Ｍ１） 

＋（Ｒ＋Ｒ２＋Ｒ１）・ｕ                            (5.6.1.19) 
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(b) Ｚ方向地震が作用した場合の第2脚及び第4脚について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３                                       (5.6.1.20) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４                                       (5.6.1.21) 

σｓｒ＝σｓ７                                              (5.6.1.22) 

脚の強軸が半径方向で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ 

モーメントは 

Ｍｓ１＝Ｍ３                                                 (5.6.1.23) 

Ｍｓ２＝Ｍ３－Ｑ・                                           (5.6.1.24) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの

曲げモーメントは 

Ｍｓ１＝－(Ｍ ＋Ｍ ２)＋(Ｒ＋Ｒ２)・ｕ                         (5.6.1.25) 

Ｍｓ２＝－(Ｐ＋Ｐ２)・ －(Ｍ ＋Ｍ ２)＋(Ｒ＋Ｒ２)・ｕ 

                            (5.6.1.26) 

 (c) Ｘ方向地震が作用した場合について 

σｓｃ＝σｓ１＋σｓ３＋σｓ８                                (5.6.1.27) 

σｓｔ＝σｓ２＋σｓ４＋σｓ９                                (5.6.1.28) 

σｓｒ＝σｓ１０                                             (5.6.1.29) 

脚の強軸が半径方向に直角で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの

曲げモーメントは 

【絶対値和】 

・ｕ）＋Ｒ（－Ｍ・
2

1
・ｕ＋）＋ＲＲ（＋）Ｍ＋Ｍ（＝－Ｍ １１２２１ｓ    

                            (5.6.1.30) 

・ｕ）＋ＲＲ（＋）Ｍ＋Ｍ（－・）＋ＰＰ（＝－Ｍ ２２２２ｓ  

・ｕ)＋Ｒ－Ｍ・・(－Ｐ
2

1
＋ １１１

                      (5.6.1.31) 

脚の強軸が半径方向で脚下端がその軸回りに固定の場合，強軸回りの曲げ 

モーメントは 

３１ ・Ｍ
2

1
＝Ｍｓ                                             (5.6.1.32)

）－Ｑ・・（Ｍ
2

1
＝Ｍ ３２ｓ                                  (5.6.1.33) 

 

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-9
-
5
-4
-
1
 R
1
 



  

 39 

6. 評価結果 

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

 低圧マニホールドの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は 

許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

 

  (1) 構造強度評価結果 

    構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1

【低圧マニホールドの耐震性についての計算結果】

1.　設計基準対象施設

 1.1　設 計 条 件

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

（m） 設計震度 設計震度 設計震度 設計震度 （MPa） （℃） （℃）

Ｓ ＣＨ＝ Ｃｖ＝ ＣＨ＝ Ｃｖ＝ 0.35 100

EL 20.3

2. 機 器 要 目

ｍ０ Ｄｉ ｔ Ｅ ＥＳ Ｇ ＧＳ   Ｃ  ｇ Ｈ

（kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （mm） （mm） （mm） （mm）

750 12.0 198000 201000 76200 77300 730 888 970 － 816 237 1520

Ｃ1 Ｃ2 Ｉｓｆ Ｉｓｒ Ｉｓｔ Ａｆ Ａｓ Ａｓｆ Ａｓｒ Ａｓｔ Ａｓ1 Ａｓ2 Ｚｓｐ Ｚｓｒ Ｚｓｔ

（mm） （mm） （mm
4
） （mm

4
） （mm

4
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

2
） （mm

3
） （mm

3
） （mm

3
）

100 125 4.531×10
5

8.610×10
6

1.170×10
6 750.0 2.371×10

3 847.5 1.329×10
3 954.8 1.079×10

3 839.4 6.190×10
3

1.150×10
5

2.240×10
4

－

－

ＪＳ ｈ

（mm
4
） （mm）

6.190×10
4 150

（MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

221 373 － 241 394 241 276

(厚さ≦16 mm) (厚さ≦16 mm)

： 最高使用温度で算出

： 周囲環境温度で算出

： 表中で上段は一次応力、下段は二次応力の係数とする。

Ｆ（脚）Ｓｕ（胴板）

注記　＊：基準床レベルを示す。

1.34

ＫＣ2 Ｃ 1

 主蒸気隔離弁漏えい抑制系
 低圧マニホールド

ＣＣ2

固有周期(s)

Ｋ11

0.78

Ｋ12

  Ｆ （脚）

0.54

鉛直方向水平方向

Ｃ 2ＫＣ1

1.01

ＣＣ1

Ｓｙ（胴板） Ｓｕ（脚）Ｓｙ（脚）Ｓ（胴板）

Ｋ 1 Ｋ 2Ｋ21 Ｋ22

注記

*2

最高使用圧力 最 高 使 用 温 度 周 囲 環 境 温 度

機 器 名 称

*1

* 2

原子炉建屋

* 1 * 2 * 2

ＫＣ Ｋ Ｋｒ

* 1 * 2* 1

* 1

* 3

* 3 * 3 * 3 * 3

耐震重要度分類
据付場所及び床面高さ

*

*

4
0



NT2 補② Ⅴ-2-9-5-4-1 R1

3. 計算数値

 3.1 胴に生じる応力

　（1） 一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ 12 － σφ1＝ 12

σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 0 σＸ5＝ 1 σ０＝ 12 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ7＝ 1 σＸ5＝ 1 σ０＝ 12

－

　（2）胴に生じる一次応力 （単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － σφ61＝ 1 σφ71＝ 1 －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 0 － σ11＝ 12

せん断 － － － －

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － σφ61＝ 1 － －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 － － σ12＝ 12

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － － － －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 － － － － σ13＝ 12

せん断 － － － τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － － － σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 － － － σＸ81＝ 1 σ14＝ 12

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － σφ91＝ 1 1 －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 0 － σ15＝ 12

せん断 － － － τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － σφ91＝ 1 － 1

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 － 1 σ16＝ 12

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

σＸ111＝

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

σφ111＝

組合せ一次
一般膜応力

自重による応力

組合せ一次
一般膜応力

内圧による応力
自重による応力

－

転倒モーメントによる応力

鉛直地震による応力

自重による応力

運転時質量による応力 鉛直地震による応力 水平地震による応力

σφ101＝

σＸ101＝

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

応　　力 内圧による応力
運転時質量による応力

自重による応力

水平地震による応力

転倒モーメントによる応力

地
震
の
方
向

周 方 向

軸 方 向

せ ん 断

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

第

一

脚

側

第

二

脚

側

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

内圧による応力 半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

4
1
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（単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － σφ61＝ 1 σφ71＝ 1 －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ71＝ 1 － σ11＝ 13

せん断 － － － －

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － σφ61＝ 1 － －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 － － σ12＝ 12

せん断 － τ １＝ 1 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － － － －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 － － － － σ13＝ 13

せん断 － － － τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － － － σφ81＝ 1

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 － － － σＸ81＝ 1 σ14＝ 13

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 σφ1＝ 12 － σφ3＝ 1 σφ4＝ 0 － σφ8＝ 1 σφ9＝ 0 － σφ91＝ 1 1 －

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 σＸ3＝ 1 σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 0 － σ15＝ 13

せん断 － － － τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 σφ1＝ 12 － － σφ4＝ 0 － － σφ9＝ 0 － σφ91＝ 1 － 1

軸方向 σＸ1＝ 6 σＸ2＝ 1 － σＸ4＝ 0 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 － 1 σ16＝ 13

せん断 － τ 1＝ 1 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

σφ111＝

σＸ111＝

σφ101＝

σＸ101＝

基準地震動Ｓｓ

地
震
の
方
向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛直方向モーメ
ントによる応力

周方向モーメン
ト に よ る 応 力

第

一

脚

側

第

二

脚

側

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

内圧による応力 半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲げモーメント
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

Ｘ

方

向

組 合 せ
一 次 応 力
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　（3）胴に生じる地震動のみによる一次＋二次応力 （単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1 －

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 0 σＸ72＝ 1 － σ21＝ 5

せん断 － －

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － σφ61＝ 1 σφ62＝ 1 － －

軸方向 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 － － σ22＝ 4

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － － － －

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 － － － － σ23＝ 4

せん断 － τ3＝ 1 τｃ1＝ 1

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － － － σφ81＝ 1 σφ82＝ 3

軸方向 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 － － － σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 1 σ24＝ 7

せん断 τ ＝ 1 τ3＝ 1

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1 －

軸方向 σＸ7＝ 0 σＸ8＝ 0 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 0 σＸ102＝ 1 － σ25＝ 5

せん断 － τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 0 － σφ91＝ 1 σφ92＝ 1 － σφ111＝ 1 σφ112＝ 2

軸方向 σＸ7＝ 0 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 － σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 1 σ26＝ 8

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

地
震
の
方
向

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

第
一
評
価
点

第

一

脚

側

第

二

脚

側

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

第
二
評
価
点

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

Ｘ

方

向
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（単位：MPa）

評価点 応  力

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － σφ61＝ 1 σφ62＝ 2 σφ71＝ 1 σφ72＝ 1 －

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 σＸ71＝ 1 σＸ72＝ 1 － σ21＝ 8

せん断 － －

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － σφ61＝ 1 σφ62＝ 2 － －

軸方向 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ61＝ 1 σＸ62＝ 1 － － σ22＝ 7

せん断 τ 3＝ 1 τ 2＝ 1

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － － － －

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 － － － － σ23＝ 6

せん断 － τ3＝ 2 τｃ1＝ 1

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － － － σφ81＝ 1 σφ82＝ 5

軸方向 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 － － － σＸ81＝ 1 σＸ82＝ 2 σ24＝ 12

せん断 τ 3＝ 1 τ3＝ 2

周方向 － σφ8＝ 1 σφ10＝ 1 σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － σφ91＝ 1 σφ92＝ 2 σφ101＝ 1 σφ102＝ 1 －

軸方向 σＸ7＝ 1 σＸ8＝ 1 σＸ10＝ 1 σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 σＸ101＝ 0 σＸ102＝ 1 － σ25＝ 9

せん断 － τ6＝ 1 τｃ4＝ 1

周方向 － － σφ9＝ 0 σφ11＝ 1 － σφ91＝ 1 σφ92＝ 2 － σφ111＝ 1 σφ112＝ 4

軸方向 σＸ7＝ 1 － σＸ9＝ 0 σＸ11＝ 0 σＸ5＝ 1 σＸ91＝ 1 σＸ92＝ 1 － σＸ111＝ 1 σＸ112＝ 2 σ26＝ 13

せん断 τ 3＝ 1 τ6＝ 1 τ 5＝ 1

基準地震動Ｓｓ

地
震
の
方
向

転倒モーメント
に よ る 応 力

鉛 直 方 向 モ ー メ
ン ト に よ る 応 力

周 方 向 モ ー メ ン
ト に よ る 応 力

組 合 せ
一 次 応 力

第
一
評
価
点

第

一

脚

側

第

二

脚

側

Ｚ

方

向

水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｘ

方

向

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

第
二
評
価
点

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

自重による応力
曲 げ モ ー メ ン ト
に よ る 応 力

半 径 方 向 荷 重
に よ る 応 力

地 震 力 の 種 類

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点

第
一
評
価
点

第
二
評
価
点
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 3.2　脚に生じる応力

（単位：MPa）

地震の方向

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 2 σＳ6＝ 6 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 10

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 6 τＳ4＝ 2 σsz2＝ 9

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 1 σＳ9＝ 5 σＳ10＝ 4 τＳ5＝ 2 σｓｘ＝ 12

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ5＝ 2 σＳ6＝ 10 τＳ3＝ 1 σsz1＝ 16

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ7＝ 10 τＳ4＝ 4 σsz2＝ 14

σＳ1＝ 1 σＳ2＝ 1 τＳ1＝ 0 σＳ3＝ 1 σＳ4＝ 1 τＳ2＝ 0 σＳ8＝ 2 σＳ9＝ 7 σＳ10＝ 7 τＳ5＝ 3 σｓｘ＝ 19

－

－

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側

曲 げ せ ん 断 曲 げ せ ん 断
組合せ応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力 水 平 地 震 に よ る 応 力

Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

圧 縮 圧 縮曲 げ せ ん 断

鉛 直 地 震 に よ る 応 力

圧 縮

地 震 力
の 種 類

弾性設計用地
震動Ｓｄ又は
静的震度

第 １ 脚 側

第 ２ 脚 側
Ｚ 方 向

Ｘ 方 向

基準地震動
Ｓｓ

4
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4. 結  論
4.1 固有周期

（単位：ｓ）
方 向 固   有   周   期
水  平  方  向
鉛　直　方　向

 4.2 応    力
（単位：MPa）

一次一般膜 σ0＝ 12 Ｓａ＝ 221 σ0＝ 12 Ｓａ＝ 223

一 次 σ1＝ 12 Ｓａ＝ 331 σ1＝ 13 Ｓａ＝ 335

一次＋二次 σ2＝ 8 Ｓａ＝ 442 σ2＝ 13 Ｓａ＝ 442

組  合  せ σＳ＝ 12  ｔ＝ 241 σＳ＝ 19  ｔ＝ 276

0.05   (無次元) 0.07   (無次元)

すべて許容応力以下である。

基準地震動Ｓｓ

算　出　応　力 許　容　応　力
部     材 材     料 応     力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算　出　応　力 許　容　応　力

胴     板 SM400B

SS400脚
σｓｒ σｓｔ＋ ≦１

（ 座 屈 の 評 価）

圧 縮 と 曲 げ
の 組 合 せ ＋

σｓｃ

ｂｒ ｂｔ ｃ

σｓｒ σｓｔ＋ ≦１＋
σｓｃ

ｂｒ ｂｔ ｃ

注記 ＊1：本計算書において地震の方向はＸ方向とＺ方向を考慮し，Ｚ方向地震による応力の計算に
おいては，第3脚を第1脚に，第4脚を第2脚に読み替える。

＊2：脚部材については胴の半径方向をｒ軸，その直角方向をｔ軸とする。

第1脚

第2脚

Ｘ

Ｚ

Ｘ

Ｚ

第3脚
(第1脚)

＊１,＊２

第4脚
(第2脚)

＊１,＊２

胴板

架台

Di t

 
ｇ

mo・g

脚

4
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